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1. 補助事業に

係るプロジェク

トの情報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①建物の概要 

既存の大規模複合施設（BIM無し）であるオペラシティビルにおいてクラウドによる

維持管理を導入しつつあるがさらに、新たに BIMを導入し、検証を加えながら BIMの

活用方法を取り纏める。 

 

対象物件名称  東京オペラシティビル 

規模      地上 54階、地下 4階、塔屋 2階 

           延床面積   242,544㎡ 

竣工      1996年 8月（築 24年） 

用途      事務所、店舗、コンサートホール等 

構造種別    鉄骨鉄筋コンクリート造 

 

②試行・検証対象の概要 

全体概要） 

BIM 情報を持たない築 24 年の既存ビルにおいて、クラウド化した不動産管理システ

ムとこれと連携する BIM を導入することで、施設維持管理の高度化と生産性向上に

取り組み、施設全体の長寿命化と Whole Life costの最適化を図る。また、維持管理

段階における BIM の活用方策についてその有用性に関する検証を行う。主に、次の

1）2）3）の事業に取り組む。特に今年度は 3）について実施した。 

修繕工事の企画・実施・完了から固定資産計上までのワークフローと BIM 情報を連

携させ DB化することで企画・計画段階の情報集約の手間、工事完了後の資産管理台

帳への仕分けの簡素化・効率化等を行う。 

上記修繕履歴 DBを活用し、中長期修繕計画の計画、実施、履歴管理、将来計画等の

情報を BIM上で可視化をすることにより、関係者連携強化を図り、正確性・信頼性の

向上に取り組む。 

入居者（テナント）管理、エネルギー管理情報を BIMと連携させることにより、テナ

ント情報、エネルギー使用量等を BIM 上で可視化し、テナントサービスの高度化を

図りつつ、より正確性の高いエネルギー管理を行い、施設運営力の向上を図る。 

 

全体スケジュール） 

・2020 年度 テナント管理とエネルギー管理情報の BIMとの連携 

・2021 年度 修繕工事実施から固定資産計上までの工事に関するワークフロー 

のデジタル化と BIMの連携 

・2022 年度 工事履歴 DBを活用した中長期整備計画の立案と BIMの活用 

 

今年度実施した検証スケジュール） 

・2020 年 7月  不動産管理クラウドシステムの導入                          

                維持管理帳票等の運用フロー定着化 

・2020 年 9月  BIM構築のための現地調査および図面情報の把握・収集 

・2020 年 10月 東京オペラシティビル BIM基本モデル制作 

・2020 年 11月  検証のための社内 DXプロジェクト発足 

                BIM基本モデルとの情報連携ルールの設定 

・2020 年 12月 不動産クラウドと BIM情報の連携実施   

・2021 年 1月～ BIM活用業務フローの試行、生産性評価   

 

 

検証したプロセス） 

実施にあたっては、現状の業務フローを分析した上で、BIM情報を活用できる領域・

レベルを仮に設定し BIMを構築した。運用を行う中で、導入前後の生産性・業務品質

について評価を行う。その結果に基づき、仮設定した領域・レベルを修正・確定の上、

運用を正式に開始する。 

今年度は、入居者（テナント）管理、エネルギー管理情報および計測設備情報等を BIM

と連携させることによる、現況把握ワークフローによる業務量（人・日）の削減と付
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２. 提案内容 

 

加価値の向上効果等を検証した。 

 

 

役割分担） 

構成員２名(社)が連係し、以下の役割を遂行した。 

構成員名 効果検証・課題分析等における役割 

東京オペラ

シティビル 

オペラシティビルにおける BIM モデルを発注すると

ともに、プロパティマネジメント業務において BIMモ

デルの導入および運用を行う。ライフサイクルコンサ

ルタントとして運用面での課題を分析の上、総括的な

活用方法を提案した。 

プロパティ

データバン

ク 

オペラシティビルの不動産管理クラウドシステム上

において BIM と連携するオプションプログラムの設

計・開発および実装を推進した。BIMマネージャーと

して BIM構築及び全体システムを統括した。 

 

構成員からの委託により、受託者は以下の業務を実施した。 

受託者名 効果検証・課題分析等における役割 

早稲田大学 

構成員からの委託により BIM モデルのデータ作成お

よび入力業務を遂行した。必要に応じて 2 次元図面な

どの建築情報の収集作業や現地調査を実施した。 

エクストリ

ーム 

構成員からの委託により BIM と連携するオプション

プログラムのプログラムコーディングおよびインタ

ーフェイス作成業務を実施した。 

 

 

① 設定した検討課題と解決策の方向性 

検討課題） 

 

本プロジェクトは、BIM情報を持たない既存大規模複合ビルに対し、維持管理を適切

に行う上で必要と思われる BIM の機能や詳細度あるいは導入手順などを検討する。

また想定した BIM を実際の不動産運用管理業務に実装の上、その効果検証を行なう

ものである。設定した具体的な検討課題は以下 1）2）3）であり、今年度は 3）に対

応した。 

1）修繕工事実施から固定資産計上までのワークフローと BIMの連携 

修繕工事における図面情報の共有化と履歴管理の方法について、クラウド化した管

理システムと BIM情報をどの程度連動させ DB化するかという課題。工事完了後の資

産管理方法の簡素化について、BIMを活用したプラットフォームを構築することで会

計データ入力と BIM上の情報をどのように連動させるかという課題 

2）中長期整備計画の立案と BIMの導入 

劣化調査から整備計画策定、工事実施までの業務サイクルについて、関係者間で共有

するデータの量と質をどのように設定するかという課題 

3）入居者（テナント）管理・エネルギー管理と BIMとの連携 

入居者（テナント）情報、エネルギー情報と BIMを連携させることにより、一元化す

る情報の量と質をどのように設定するかという課題 

 

その概要ならび新築時の BIMとの相違点を次頁の図１にて示す。 
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解決策の方向性） 

 今年度クラウドを活用した不動産管理システムを導入（7 月運用開始）。導入後の

賃貸契約管理及びエネルギー管理に関する業務フローを確認するとともに、オーナ

ー、テナント含め当該クラウドと BIM を活用して共有化・可視化することが有用な

業務を特定し、対象範囲・レベルを仮設定する。その上で、不動産管理システムと BIM

情報の連携の仮導入と運用を実施する。生産性等評価、評価を踏まえ再修正したのち

正式運用をはかる。 

 

② 設定した定量的に検証する効果と比較基準、目標 

対象業務のそれぞれの業務フローに関し、BIM情報活用前後で、業務量（人・日）の

2 割削減を目標とする。主に以下 1)2)3)について BIM 情報活用前後における業務量

（人・日）を導入前後で定量的に比較する。特に今年度は 3）について実施した。 

1)修繕工事の企画・実施・完了から固定資産計上までのワークフローの各段階におい

て、情報集約・作成にかかわる業務量（人・日）の削減を検証する。例として図面情

報検索や現地調査業務の軽減、劣化予兆把握の迅速化、工事内訳書の数量精度の向上

等の効果等が期待できる。 

2)上記修繕履歴 DBを活用し、中長期修繕計画の立案の業務フローの効率化を図る上

で業務フローの改善による付加価値の向上と業務量（人・日）の削減を検証する。 

3)入居者（テナント）管理、エネルギー管理情報を BIMと連携させることによるワー

クフローの改善をはかる。既存のワークフローと導入後のワークフローを比較する

ことにより削減される業務量（人・日）を検証※する。 

 

※定量的な評価については次の手順で実施する。 

・関係する各社における当該業務ワークフローの洗い出し 

・各社毎に現行業務量（人・日）を確認 

・BIM 情報を持たせる領域とレベルを仮に設定し、BIMを現行のクラウドシステム上

で構築する（システム設計開発を伴う） 

・構築後の業務フローの見直し 

・各社毎に導入後の業務量（人・日）を確認 

・導入前後で業務の改善内容を検証 

図１ 既存建築物の BIM 構築と新築時 BIM の相違イメージ 
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3. BIMデータの活用・連係に伴う課題の分析等に

ついて 

採択事業者名 東京オペラシティビル株式会社 

概 

要 

検討する課題 

※カッコ内に通し番号を設定・記載 

（１） 

（２） 

（３） 

工事実施から固定資産計上までのワークフローと BIMの連携 

中長期整備計画の立案と BIMの導入 

入居者（テナント）管理・エネルギー管理と BIMとの連携 

検討の結果（課題の解決策）

の概要 

今年度は課題（３）について検討を実施。その結果、テナント管理業務、

設備機器管理業務、計量メーター管理業務などの不動産管理業務におい

て BIM 情報の活用を行うことができた。先行して導入した不動産管理シ

ステムがクラウド基盤を活用した SaaS（Software as a Service）であっ

たことから、BIM導入についてもクラウド型のビューワー活用が容易に選

択することができ、竣工時 BIM 導入をしていなかった既存ビルへの BIM

環境構築に成功。その結果、不動産管理システムも BIMも一体化した SaaS

とすることの有効性が想定通り確認された。この一体化した SaaS効果に

より、ビルオーナー、管理会社、管理担当者など幅広いユーザーが不動産

管理システムと同一のインターフェイスを活用し、違和感なく日常的に

BIM情報を活用する環境を構築。また、SaaS利点の大きな効果のひとつ、

ブラウザが稼働する端末であればどこでも利用可能であることを活用

し、幅広い関係者における不動産情報と BIM情報の共有を実現した。 

詳 

細 

検討に当たっての前提条件 

※プロジェクトの実情（用途・規模・構造

種別などの特性、該当するワークフロー、

使用実態等）に沿って記載してください。 

プロジェクトの実情）  

本プロジェクトの対象となる東京オペラシティビルは地上 54 階、地下 4

階、塔屋 2 階、延床面積 242,544 ㎡と非常に大規模施設である。また、

竣工は 1996 年 8 月（築 24 年）であるため現状 BIM は存在しない。従っ

て、現在活用されている 2次元の図面（CAD）や様々な建物および運営管

理情報を活用して BIM を構築する必要がある。また施設が大規模である

ため BIM 構築に際してはそのコストが多大になるリスクもある。構築コ

ストをある程度抑制するためには、BIM構築部位や部材については不動産

管理情報と BIM の連携の可能性がある構造物や設備に“絞る”などの選

択と集中を行うこととした。 

また現在、賃貸事業を主軸にビル管理業務が遂行されているため、BIM導

入により業務上の支障や大きな業務変更が生じることなく、円滑な導入

手順などを計画する必要がある。そのため、賃貸事業に関するテナント

管理やエネルギー管理あるいは工事管理などの業務を十分に把握した上

で、BIM の導入範囲やその活用手法などについて事前の精査が必要であ

る。さらに、ビル管理業務にはビル管理最前線の管理担当者のみならず

管理責任者やビルオーナーなど多くの関係者が参加しているため、BIMを

活用する場合にもこれら多くのユーザーの参加や情報共有を実現する必

要がある。そのためには BIM 情報へのアクセスは、個別の BIM 専用端末

での利用ではなく、幅広いユーザーが簡易にアクセスできる様々な工夫

が必要である。 

東京オペラシティビルでは本プロジェクトに先行してクラウド型の不動
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産管理システム（SaaS:Software as a Service）を導入している。テナ

ント管理、計量メーター管理およびエネルギー管理、テナントに関する

請求業務、債権管理などの業務支援に活用している。エネルギー管理に

おいては BEMS（エネルギー管理システム）との連携、請求業務において

は会計システムとの連携を随時実施している。本プロジェクトにおいて

は当該 SaaSとの連携やデータの共有が重要であるとともに、システム間

の円滑な連携により様々な課題も解決される可能性がある。本プロジェ

クト始動段階においては、不動産管理システムとそれに関連する業務フ

ローの調査を入念に実行するとともに、先行して導入された SaaS型の不

動産管理システムをベースに SaaS 型の BIM ビューワー（Autodesk 社提

供の Forge）を活用して不動産情報と BIM 情報の円滑な連携をはかるこ

ととした。 

その連携の詳細については別添：検証結果報告資料３＿BIM 連携機能 運

用マニュアルを参考いただきたい。 

課題と前提条件を踏まえた

検討の実施方法、体制 

※検討に当たり、留意する点や想定してい

た課題も含め記載してください。 

施設の規模、築年数あるいは既存施設への導入である点などを考慮した

本プロジェクトの推進上のポイントは以下の 3 点である。 

推進上のポイント） 

実際の業務フローへの対応 

対象となる施設では不動産賃貸事業を中核とする不動産管理業務が遂行

されているため、これらの業務ワークフローを検証するとともに、BIM情

報を効果的に活用する必要のある業務を特定した。また現在の業務に支

障や大きな変更が生じることなく、円滑に BIM の導入をはかることので

きる導入手順などを設定した。 

大規模施設の BIM構築手法検討 

施設は地上 54階、地下 4階、塔屋 2階、延床面積 242,544㎡と非常に大

規模であるため、効率よく BIM を構築する必要がある。本プロジェクト

では BIM を構築する構造物及び設備を以下の 3 種類に分類しそれぞれの

特性にあった BIMの詳細度を設定した。 

 ・不変オブジェクト 

   柱・梁・壁などの長期間にわたって変化することのない基本 

      構造物はある程度正確に BIMを構築する。 

 ・可変オブジェクト 

   テナントの契約区画など日常管理のなかで柔軟に変化させる必要    

      のあるものは、変更や修正を前提としたフレキシブルな BIMを構 

      築する。 

 ・半不変オブジェクト 

   設備機器など位置や大きさを管理する必要のあるものはある程度 

      モデル化しシンプルな BIMを構築する。 

 

上記の構造物及び設備の分類事例を次頁の表 1 に示す。また、不変オブ
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ジェクトの BIM 構築事例を図 2 に示す。これを標準階の不変オブジェク

トとして登録し、施設全体（55階分）に展開していった。 

 

設計図面から建物形状を再現する際の参考資料として、別添：検証結果

報告資料２＿BIMモデルガイドラインを参照いただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 この手順にて主に事務所用途である 7 階から 54 階について BIM を構

築。同時に全テナント契約データのデジタル化、計量メーター等の設備

台帳のデジタル化、会計システムへのデータ排出、BEMS からのデータ取

り込みなどの機能を実装していった。施設全体の BIM データ概要を図 3

にて示す。 

 

 

 

標準フロア

不変オブジェクトによる
正確なBIMの構築
（柱・梁・共用部など）

図 2 不変オブジェクトによる BIM 構築イメージ 

 

 

 

表１ BIM を構築する構造物及び設備の分類 

部材名称 部材詳細 オブジェクト指向 備考

柱 柱 不変オブジェクト

梁 梁 不変オブジェクト

外壁 外壁 不変オブジェクト

耐力壁

シャフト壁

共有部壁 半不変オブジェクト

間仕切壁 可変オブジェクト 賃貸部間仕切りのみ対象

ZONE壁 可変オブジェクト 実在しない。不可視

PS 不変オブジェクト

シャフト 不変オブジェクト

共有部 半不変オブジェクト

賃貸面積部 可変オブジェクト

不変オブジェクト
内壁

間取り・部屋
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 既存高層施設の主要部分の BIM を構築。不動産管理のニーズに対応す

るとともに不動産管理システムや BEMSとの連携や面積算定支援、実際の

視認性などを配慮した調整を実施した。視認性を配慮した調整例を図 4-

6にて示す。 

    

 

    

 

図 3 施設全体の BIM データ概要イメージ 

 

 

 

図 4 視認性を配慮した調整イメージ 

 

 

 

図 5 視認性を配慮した調整イメージ 
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検討の結果（課題の解決策）

の詳細 

※単に先端的な結果を記載するだけでな

く、今後成果を公表した際に他の事業者を

先導し、成果を横展開できるよう意識して

ください。 

※プロジェクトの実情（用途・規模・構造

種別などの特性、該当するワークフロー、

使用実態等）に沿って記載してください。 

※検討の過程なども詳細に記載してくだ

さい。 

 

大規模既存施設の BIMの構築） 

 構成員である東京オペラシティビルが所有する既存の２次元図面

（CAD）情報および現地調査などで集約した情報を活用して BIMを構築し

た。事前調査や書類情報の整理は委託先である早稲田大学が実施し、2～

3名のチームで要した期間は約１か月。BIMデータの作成も同様に大学が

実作業を行い、2～3 名のチームで約１か月を要している。その後も継続

的に大学によりデータの微修正や不動産管理システムと連携するための

部材・空間 BIM データの一覧データの出力などを実施。構成員により既

存施設に関する最新の書類や図面が整備されていたため、比較的短期間

に BIM を構築することができた。また前述の分類に基づいた効率の良い

BIM作成手法の効果も確認できた。その過程にて、BIMデータ作成上、以

下４つのあらたな課題を認識、その対応・解決策を検証・実施することに

成功した。 

 

BIM構築時における あらたな課題） 

＜課題まとめ＞ 

課題① テナントの入れ替えにともなう区画変更への対応 

課題② 既存の情報システムとの連携 

課題③ 国際不動産面積測定基準への対応 

課題④ オーダーメイド管理に対応した BIMデータの作成プロセス 

＜対応方法まとめ＞ 

対応① 7階～54階の現状を図面作成、区画形状の分析を実施。通り芯 

    で区切った空間オブジェクトを設置した。（反映：EIR/BEP） 

対応② 利用システムの現地調査とベンダーへの聞き込みで、入力すべ 

    き建物形状、情報、データ形式の整理を実施。（反映：EIR） 

対応③ 柱や構造壁などの構造体躯、エレベータシャフト、機械室など 

    の計上を正確に入力、貸出す可能性のある区画には空間を示す 

    オブジェクトを設置（反映：EIR） 

対応④ 「基礎データ」作成後、所有者、ベンダー、ビル管理士にヒア 

図 6 視認性を配慮した調整イメージ 
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    リングを 2度実施、「修正データ」「完成データ」を作成。 

    クラウドとの連携時に利用者の利便性考慮したモデル修正を 

    実施（反映：BEP） 

 

課題① テナントの入れ替えにともなう区画変更への対応 

 オフィス・ビルでは新築時に想定通りに、テナントが募集できるわけ

ではないため、区画の変更、共用部の変更、分電盤の増設など様々な変更

が起こる。貸出時の景気動向により、大きいフロアを小さい区画に分け

て貸し出す場合もあれば、複数フロアをまとめて借り上げる入居者もい

る。入居を希望する企業とオフィス・ビルの所有者との相対取引により

賃料、区画、利用方法が決まるため、竣工後も、区画の変更が継続的に発

生。恒常的に図面の更新、区画変更の工事、空調・分電盤の変更工事が続

くため、BIMデータについても恒常的な変更が発生することへの対応が求

められる。 

 

対応① 

 実際のテナント区画などを参考に、現状あるいは将来の変更にも対応

できる空間オブジェクトを設定。空間オブジェクトの選択によりフレキ

シブルにテナント契約区画の変更に対応可能となった。その事例を図 7

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

課題② 既存の情報システムとの連携 

 ビル内の空調設備やセキュリティ管理を行う BEMSや、ビル全体の改修

工事履歴や日常点検を記録する建物履歴情報データベース、テナントと

の契約や光熱水費の請求を処理する不動産管理クラウドが既に導入され

ていて、「BIMデータだけが存在しない」状況である。 

  

対応② 

 既存のシステム上で実施されてきた、テナント管理や工事履歴、日常

的な点検結果、空調設備の運用状況を BIM データ上で把握できるように

して、効率的な不動産管理業務の実現を目指しているが、このためには

空間オブジェクトの単位

複数組み合わせることによ
り実際のテナント区画に可
変に対応。各空間オブジェ
クトにはIDや名称を付与。

図 7 空間オブジェクトによるテナント区画の BIM 構築

イメージ 
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「BIMデータが既存の情報システムの要求に合わせる」という考えが必要

になる。その概要を図 8で示す。 

 

 

課題③ 国際不動産面積測定基準への対応 

 経済のグローバル化に伴い、多国籍企業への貸出やオフィスへの投資

が増加すると考えられるが、国際不動産面積測定基準連合（IPMSC  : 

International Property Measurement Standards Coalition）が 2014年

に作成した国際不動産面積測定基準(IPMS； International Property 

Measurement Standards)オフィス版に準拠した貸室の面積算出が求めら

れる。 

 

対応③ 

 IPMS に記載のある面積の算出方法のうち、BIM データを最も詳細に作

りこむことが肝要となる。特に IPMS2 では構造体部分の面積を分けて算

出しなければならず、BIMデータに詳細を記載する必要がある。これによ

り、IPMS2 にあるオフィスの構成要素面積を算出できるような BIM デー

タの作成を目指す。 

 

課題④ オーダーメイド管理に対応した BIMデータの作成プロセス 

 FM 業務は不動産の規模や不動産所有者のビル運営への考え方の違いに

より、FM 業務における実施内容が多様化しやすい。基本的な建物形状の

ようなオフィス・ビルで共通して入力すべき基礎データと、それぞれの

オフィス・ビルごとに出てくる。 

 

対応④ 

 BIM データの利用方法に対応するためのオーダーメイド部分を整理し

て、業務フローを作成する必要がある。その概要を図 9で示す。 

図 8 既存システムに BIM データを含めた概要イメージ 
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不動産管理情報と BIM情報の連携） 

 不動産管理クラウドと今回構築された BIM情報の連携については、BIM

ソフトが部材や設備、区画単位に設定する BIM コード（Autodesk 社では

要素 IDという）を活用し、相互が保有する部位・設備および空間データ

を連携した。準備段階においては BIM で作成した部位・設備および空間

を各フロア別に整理するとともに、共用部や専用部などの不動産管理上

のカテゴリーに再編し活用している。不動産管理システムでは日常の情

報が過去も未来も蓄積されるため、勘定科目、法人名、区画名称、設備体

系などに関するマスターデータを活用している。イメージを図 10 に示

す。 

 

 

 その連携の詳細については別添：検証結果報告資料３＿BIM 連携機能 

運用マニュアルを参考いただきたい。 

 

不動産管理業務における BIMの活用） 

本プロジェクトでは以下の 1）～6）業務において不動産管理クラウドと

BIMの連携を実施した。不動産管理業務は多様かつ多大であるが、その中

から BIM などの空間情報と連携することにより、一層の効率化が期待で

図 9 BIM データのオーダーメイド概要イメージ 

 

 

 

図 10 データ連携の考え方全体概要イメージ 
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きる業務を抽出している。また、先行して導入した不動産管理システム

により効率化がすでに実現された業務は除外することとした。 

1）新規契約～日常契約管理・会計処理 

2）解約予約～営業展開～新規契約 

3）点検対象機器確認～点検実施・報告～履歴管理 

4）更新・メンテナンス対象機器確認～更新・メンテナンス実施 

5）メーターの設定管理およびメーターの対応変更 

6）エネルギー及び各種使用料管理 

 

両システムともに同一の SaaS上に統合するとともに、インターフェイス

を不動産クラウドに統一しているため、ユーザーにおいては日常利用し

ている不動産管理システムの中で BIM 管理機能を活用することができる

ように工夫した。これによりユーザーにとっては大きなシステム変更を

発生させることなく BIM 情報と不動産情報の連携を実現することができ

た。具体的には不動産管理クラウドの画面各所に確認したい部位・設備・

空間の BIM情報を呼び出す機能（ボタン）を、BIMビューワーには関係し

ている部位・設備・空間の不動産管理情報を呼び出す機能を開発し実装

している。イメージを図 11に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 11 SaaS を活用した一体運営イメージ 
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 テナントの賃貸契約管理、請求入金管理、予算・収支管理まで一連の業

務は賃貸事業の根幹業務であるが、契約内容のデータベース化やそれを

活用したテナントへの請求情報の作成などは不動産管理システムで効率

化できる。一方で、契約業務や空室管理業務などにおいてはその区画や

空間の確認が必要である。従来は多数の図面や関係書類を検索する必要

があったが、BIM活用により大幅に効率化する。また施設全体のテナント

の稼働状況などを関係者に報告するために各種のレポート作成が必要と

なるが、BIMによりこれらの状況を 3次元で情報共有することができ、効

率化とともに関係者の情報共有にも寄与すると考えられる。以上の効果

は、テナント管理のみならず、設備機器の管理や計量メーターおよびエ

ネルギー管理などにおいても同様の効果が期待できると思料する。 

テナント管理における連携を図 12、設備機器管理における連携を図 13、

計量メーター管理における連携を図 14に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

同一の SaaS 上で連携 

図 12 テナント管理における BIM 情報と不動産管理情報の連携 
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図 13 設備機器管理における BIM 情報と不動産管理情報の連携 

 

 

 

図 14 計量メーター管理における BIM 情報と不動産管理情報の連携 
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試行錯誤した点や当初の

目論見から外れた点（検

証に当たり直面した、想

定していなかった課題・

事象等を含む。）や、そこ

から解決に至った過程 

SaaSの開発） 

 本プロジェクトで採用した BIMビューワー（Autodesk社提供の Forge）

は、開発環境が公開されているためそれを活用し不動産情報と連携する

機能などを追加することがまず初めの試行錯誤ポイントであった。また、

それぞれの機能との互換性や連携テストを繰り返し、不動産管理システ

ム（SaaS）とのインターフェイスを統合することにより、ID・PW を含む

ユーザーのセキュリティ管理や物件の基本情報の連動などを図ることが

できた。 

 

BIM変更時の対応） 

 日常的な管理においては、構築された BIM をビューワーを活用して不

動産情報との連携を図ることで対応可能であるが、大規模な修繕や設備

の更新が発生した場合には、3次元空間上にある同一ビル情報への全ての

データ変更が反映されなければならず、BIM自体を修正・変更することが

必要である。本プロジェクトでは変更された BIM の再取り込み機能など

を拡充することにより、より効率的で確実な変更に対応することで解決

に至った。 
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4. BIM の活用による生産性向上等のメリット

の検証等について 

採択事業者名 東京オペラシティビル株式会社 

概 

要 

検証する定量的な

効果 

※カッコ内に通し番号

を設定・記載 

（１） 

（２） 

（３） 

工事実施から固定資産計上までのワークフローと BIMの連携 

中長期整備計画の立案と BIMの導入 

入居者（テナント）管理・エネルギー管理と BIMとの連携 

期待される効果の

目標数値 

※定量的に記載 

※アラビア数字・％表示

に統一 

今年度は課題（３）について検討を実施した。生産性の効率化（業務省力化）２０％

を目標とした。 

記載される効果の

実績数値 

※検証後の結果を記載 

※定量的に記載 

※アラビア数字・％表示

に統一 

以下の各業務において概ね２０％から３０％の省力化を確認した。 

1）新規契約～日常契約管理 

2）解約予約～営業展開～新規契約 

3）点検対象機器確認～点検実施・報告～履歴管理 

4）更新・メンテナンス対象機器確認～更新・メンテナンス実施 

5）メーターの設定管理およびメーターの対応変更 

6）エネルギー及び各種使用料管理 

効果を測定するた

めの 

比較基準 

入居者（テナント）管理、エネルギー管理情報を BIM と連携させることによるワー

クフローの改善をはかる。既存のワークフローと導入後のワークフローを比較する

ことにより削減される業務量（人・日）を検証する。 

検証の結果につい

て（概要） 

一連の不動産管理業務においては、逐次対象となるテナントや設備機器の位置や大

きさ（面積）の確認が必要である。従来は多数の図面や関係書類を検索する必要が

あったが、BIM 活用により位置や区画あるいは面積の確認を大幅に効率化すること

ができた。また施設全体のテナントの稼働状況などを関係者に報告するために各種

のレポート作成が必要となるが、BIM によりこれらの状況を 3 次元で情報共有する

ことができ、効率化とともに関係者の情報共有にも寄与すると考えられる。 

詳 

細 

検証に当たっての

前提条件 

※プロジェクトの実情（用

途・規模・構造種別などの特

性、該当するワークフロー、

使用実態等）に沿って記載

してください。 

本プロジェクトの対象となる東京オペラシティビルは地上 54階、延床面積 242,544

㎡と非常に大規模施設である。不動産管理に関する企業は複数であり参加者も多数

である。構成員である東京オペラシティビルはその中核となる管理会社である。ま

た現在、賃貸事業を主軸にビル管理業務が遂行されているため、BIM導入により業務

上の支障や大きな業務変更が生じることなく、円滑な導入手順などを計画する必要

があった。検証においても複数の企業の参加のもと、従前の業務に支障を与えるこ

となく円滑に BIMを導入するとともに、その導入効果を検証する必要がある。 

検証する効果と前

提条件を踏まえ

た、検証の実施方

法、体制 

※検証に当たり、留意する

点や想定していた課題も含

参加する複数の企業を対象に、定量的な評価については次の手順で実施した。 

・関係する各社における当該業務ワークフローの洗い出し 

・各社毎に現行業務量（人・日）を確認 

・BIM情報を持たせる領域とレベルを仮に設定し、BIMを現行のクラウドシステム上

で構築する（システム設計開発を伴う） 

・構築後の業務フローの見直し 
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め記載してください。 ・各社毎に導入後の業務量（人・日）を確認 

・導入前後で業務の改善内容を検証 

検証の結果（定量

的な効果）の詳細 

※単に先端的な結果を記載

するだけでなく、今後成果

を公表した際に他の事業者

を先導し、成果を横展開で

きるよう意識してくださ

い。 

※プロジェクトの実情（用

途・規模・構造種別などの特

性、該当するワークフロー、

使用実態等）に沿って記載

してください。 

※検証の過程なども詳細に

記載してください。 

 

以下の各業務においてそれぞれ下記の省力化を確認した。 

1）新規契約～日常契約管理 

  約 31.2％の省力化 

2）解約予約～営業展開～新規契約 

  約 24.3％の省力化 

3）点検対象機器確認～点検実施・報告～履歴管理 

    約 23.3％の省力化 

4）更新・メンテナンス対象機器確認～更新・メンテナンス実施 

    約 20％の省力化 

5）メーターの設定管理およびメーターの対応変更 

    約 32％の省力化 

6）エネルギー及び各種使用料管理    

    約 12.7％の省力化 

 

以下、各項目の省力化ポイントを記載する。 

なお、詳細及び業務マニュアル（フロー）については、「検証結果報告資料４ BIM

導入による生産性評価検証と対象ワークフロー」を参照いただきたい。 

 

1）新規契約～日常契約管理 

新規契約時に重要な作業として、入居希望顧客へその物件の内覧による詳細把握を

していただき、契約の実施、そして入居に伴う業務が続く。 

 

・導入前の内覧会実施の際には、契約に向けたより多くの情報を開示していく工夫

として、当該フロア図面コピーならびにそのコピーに色分け区分作業（合計 15分）

の工程があったが、これが BIM 導入後では BIM 図面出力だけ(3 分)で対応が可能と

なった。 

・また契約時に進むと、契約書の添付資料として全図表の作成が求められ、そのコ

ピーならびに区画の色塗り作業が必要(合計 15分)であった。この部分も BIM図面の

出力(3 分)だけに省略した。 

・入居に伴うエネルギー関連のメーター数値確認作業では BIM 導入前と導入後では

現地立ち合い等の作業の中で、BM会社によるメーター表の作成作業（10分）がすで

に BIM 情報として導入されているため、その作成作業は省略できることが検証され

た。 

 

その結果、１）新規契約の段階で 31.2％の業務時間削減効果を確認。（以下図 15参

照） 
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2）解約予約～営業展開～新規契約 

賃貸借契約の解約時には解約予告を受け、覚書を調印。そして退去に伴う工事関連

作業が続く。 

 

・解約覚書調印の際に解約区画の登録ならびに確認作業が必要となる。BIM 導入前

では EXCELで作成された段階図（スタッキングプラン）の解約登録（5分）、登録区

画表の色塗り(10分)の作業があったが、BIM導入後では不動産管理 SaaS（今般＠プ

ロパティ）上に登録された BIM図出力（3分）だけで済むようになった。 

・退去に伴うエネルギー関連作業にて、BIM 導入前はメーター区分け作成を手入力

で実施してチェックしていた作業(10 分)を同@プロパティ上の BIM メーター図出力

（5分）によって確認作業が完了した。 

 

その結果、2)解約事務の段階で 24.3％の業務時間削減効果を確認。（以下図 16参照） 

 

 

図 15 新規契約事務フローにおける BIM 情報の活用効果  

 

 

 

図 16 解約事務フローにおける BIM 情報の活用効果  
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3）検対象機器確認～点検実施・報告～履歴管理 

月例点検などビル管理業務会社が実施する設備点検作業には、点検表の準備、点検

場所での確認。点検・記録、そして結果を管理システムに記録との流れがある。 

 

・点検場所の確認作業で BIM導入前には、図面での場所確認（15分）、点検箇所の詳

細情報確認（15分）、図面のコピー準備(15分)と合計 45分の事前準備が必要であっ

たが、BIM導入により図面での場所確認(5分)、点検箇所の詳細情報確認(5分)、BIM

情報の出力(5分)と合計 15分の大幅短縮が図れる結果となった。 

・また現地出発前の点検工具の準備についても導入前は全工具の準備に 10 分必要

であったが、事前詳細確認が BIM 上でできることから登録工具のみ準備すればいい

こととなり 5分短縮となった。 

 

その結果、3)設備点検管理の段階で 23.3%の業務時間削減効果を確認。（以下 17 参

照） 

 

 

 

4)更新・メンテナンス対象機器確認～更新・メンテナンス実施 

計画整備など定期的に備品の更新・部品の交換が BM会社にて必要。 

 

・定期的かつ計画整備の実施のためには、更新機器の確認と選定作業が重要であり、

BIM導入前には、更新計画票の確認（15分）、図面で場所の確認（15分）、図面のコ

ピー（15分）の事前準備で合計 45分が必要であった。BIM導入後には、更新計画票

確認（5 分）、図面での場所確認(5 分)、BIM 情報の出力(5 分)と合計 15 分で準備が

完了した。 

図 17 設備点検管理フローにおける BIM 情報の活用効果  
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その結果、4)設備更新・メンテナンス実施管理の段階で 20.0%の業務時間削減効果を

確認（以下図 18参照） 

 

 

5)メーターの設定管理およびメーターの対応変更 

ビル管理業務会社の作業で計量メーターを定期的に交換する作業が生じる。 

 

・計量メーター交換にあたり、BIM導入前では 1台ごとのメーター図面作成に 10分

を費やしていたが、BIM 導入で計量メーター連動の BIM 図面が作成可能となり、そ

の作業は 2分で済むようになった。その後の作業は両者同作業。 

 

その結果、5)計量メーター管理の段階で 32.0%の業務時間削減効果を確認（以下図

19参照） 

 

 

図 18 設備更新メンテナンス実施管理フローにおける BIM 情報の活

用効果  

 

 

 

図 19 計量メーター管理フローにおける BIM 情報の活用効果  
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6)エネルギー及び各種使用料管理 

エネルギー使用量管理には前月・前年同月との比較が必要となる。この作業は毎月

実施する業務である。 

 

・ビル管理業務会社がメーター使用量の確認において、全メーター数約 1,600 個を

実施した際、BIM導入前の作業では 2,880分かかったが、BIM 図面導入によりそのメ

ーター位置確認作業が 2,520分に削減。 

・またその後管理会社内でのテナントメーター使用量報告でも管理資料作成の段階

で BIM情報の一部活用をすることで 120分から 100分削減が可能となった。 

 

その結果、6)エネルギー使用量管理の段階で、12.7%の業務時間削減を確認（以下図

20参照） 

 

 

 

 

 

 

 

試行錯誤した点

や当初の目論見

から外れた点（検

証に当たり直面

した、想定してい

なかった課題・事

象等を含む。）や、

そこから解決に

至った過程 

現場作業の支援） 

ビル管理業務ではテナントや設備の現地確認や現場対応などの業務が重要である。

現地作業自体は所定の時間と労力が必要であるため、前述の省力化効果検証には盛

り込まなかったが、BIM と不動産管理システムの活用により事前に位置や詳細情報

が確認できるなど様々なメリットがあると考えられる。今後はこれらの間接的な効

果についてもできる限り定量評価できるように引き続き検討することとした。 

 

関係者の協力体制） 

業務フローの構築・検証に当たっては現行業務のフローを変更していく作業になる

ことから、＋αの追加業務がルーティンに乗っかることになる。また生産性向上に

資するかどうかも不知であることから、当初は実務担当の抵抗感が非常に強かった。

従って、本取組を今期立ち上げた業務改善・生産性向上のため全社プロジェクト「DX

プロジェクト」の柱として設えることで、時間は要したが徐々に実務者を巻き込む

ことができ、協力体制を構築してきた。 

図 20 エネルギー使用量管理フローにおける BIM 情報の活用効果  
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関係者の情報共有） 

ビル管理業務にはビル管理最前線の管理担当者のみならず管理責任者やビルオーナ

ーなど多くの関係者が参加している。特に本プロジェクトは大規模施設であるため

関係している企業数は多く、結果として関係者も多数にのぼる。BIMを活用する場合

にもこれら多くのユーザーの参加や情報共有を実現する必要があり、BIM 情報への

アクセスは個別の BIM 専用端末での利用ではなく、幅広いユーザーが簡易にアクセ

スできる SaaS方式が適切である。ブラウザを搭載した端末であればどこからでもア

クセスできるため、関係者の情報共有も大きく支援すると考えられる。これらの効

果は、当面は報告用のレポート作成のための労力削減として算定しているが、今後

はこれらの間接的な効果についてもできる限り定量評価できるように引き続き検討

することとした。 

 

当初期待した効

果の目標と結果

が異なった場合

や検証過程で支

障が生じた場合、

その要因の分析

結果と解決策 

操作の習熟） 

 幅広いユーザーが利用するためには、BIM ビューワーの操作方法の習得が重要で

ある。先行して導入した不動産管理システム（SaaS）とインターフェイスを統一し

ているため、ある程度簡易に操作できる環境にはあるが、BIMビューワーの操作方法

やデータ連携のポイントなどの習熟方法についても引き続き検討していくこととし

た。 
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5. 結果から導き

出される、より発

展的に活用するた

めの今後の課題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6. BIM 実行計画

（BEP）、BIM発注者

情報要件（EIR）の

検証結果 

 

今後の課題） 

本プロジェクトは BIM情報を持たない築 24年の既存大型施設において、クラウド化し

た不動産管理システムとこれと連携する BIM を導入することで、施設維持管理の高度

化と生産性向上に取り組み、施設全体の長寿命化と Whole Life costの最適化を図る

ことである。 

 

その検証第一弾として今年度、「入居者（テナント）管理・エネルギー管理と BIMとの

連携」の検証を実施。テナント管理とエネルギー管理において不動産管理情報と BIM

情報の連携による省力効果があることを定量的に導き出すことができたため、施設管

理の生産性向上については一定の成果を確認。前述したように、不動産情報と BIM 情

報の連携によりテナントや設備の現地確認作業や実作業なども間接的には支援できる

と考えられる。またビルオーナー、投資家、管理会社幹部および担当者、管理受託会

社（複数）など多くの関係者の情報共有も促進することとなるが、これらの効果の定

量的な検証は今後も継続していく所存である。 

また、不動産管理情報と BIM 情報の連携により不動産運用に関する様々な情報が日常

管理とともに正確に蓄積されるため、テナントの稼働状況や工事の実績管理などにお

ける視認性やエビデンスとしての正確さも向上すると考えられる。可視化された履歴

情報を不動産評価や施設への再投資戦略に効果的に活用していくことが重要であり、

今後の検討事項とした。 

 

今後の進め方） 

上記により、高度化検証に向けた基礎環境の設定を完了、次年度以降は実際の管理連

携詳細の検証に入る。 

 ① 工事実施から固定資産計上までのワークフローと BIM の連携 

 ② 中長期整備計画の立案と BIMの導入 

について次年度より順次実施していく計画である。工事の計画やその判断、実施した

際の履歴管理などにおいて不動産管理情報と BIM 情報を連携させることにより、今般

の検証同様にまずは省力化効果を確認するとともに、関係者の情報共有効果の顕在化

や、蓄積されたデータを活用した施設再投資戦略などの展開をすすめていきたい。今

年度成果を既存大型施設の基本統合 BIM（構造物・空間・主要設備 BIM）とし、今後は

さらに BIM 情報（工事関連・空調設備など）の充実と活用を図るとともに最終的には

生産性に加え、管理品質の向上や施設の資産価値向上などを通じた施設管理の高度化

について実現し、施設全体の長寿命化と Whole Life costの最適化を図る。 

 

 

BIM発注者情報要件） 

以下の観点で BIM発注者情報要件（EIR）を作成した。 

 

 EIR策定にあたっては BIM及び不動産管理システムを発注している不動産所有者（ラ

イフサイクルコンサルタント）が、日常の運用管理で有効活用できることを前提に、
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本プロジェクトの実情や特性を踏まえ EIR 策定の要件を以下のように設定した。これ

らの要件は前述した課題やプロジェクト推進上のポイントあるいは新たな課題を解決

するものでもある。 

 

EIRの要件） 

 ● BIMとの連携が効果的でありかつ業務効率化のニーズの高い業務を対象とする 

 ●設計 BIM、施工 BIMは存在していなため、現状の最新図面（2次元）および現地 

  調査などから BIMを構築する 

 ●国際的な面積基準への対応やフレキシブルなテナント区画変更など、大規模な 

  賃貸事業を対象とする不動産管理に対応した BIMを構築する 

 ●不動産管理システムなど既存システムとの連携をはかる 

 

EIR策定の考え方） 

1） 全体システムの考え方 

 既存の運営管理に支障をきたすことなく、また大勢の関係者（所有者、統括管理者、

ユーザー、パートナー企業）の参画を可能とするため、すでに導入し日常の運用管理

で活用している既存不動産管理システム（SaaS型）と一体で BIM連携をはかることと

する。SaaS 型の不動産管理システムと連携する標準的な BIMビューワーを活用するた

め、当該ビューワーに取り込むことが可能な容量、データ形式で構築する。 

2)    BIM構築の考え方 

構築範囲：２次元図面と区画図、設備メーター台帳および現地調査から集約できる情

報の範囲で構築する。 

3)   発注者の利用目的 

利用目的：不動産管理システムと連携させることにより、日常管理において可視化す

べき構造物、エリア、設備などを BIM ビューワー上で明示することを目的としている

テナント管理業務、設備管理業務、エネルギー管理業務において別途構築する不動産

管理システム（クラウド）と連携し活用されることを目的とする。 

 

発注者情報要件（EIR）のサンプルを以下図 21で示す。 
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本プロジェクトでの検証結果） 

 現地調査などから不動産所有者が提供する図面や資料が最新のものであることが確

認されたことから、上記 EIR による構築は実現できた。最終的な業務省力化効果の結

果などから対象業務やその範囲も適切であったと思料する。ただし、既存図面が更新

されていない場合や今後大規模な修繕や更新を実施した際には本プロジェクトで活用

した入力情報では不足すると思われる。日常管理の範囲を超えたイベントの場合は設

計者や施工者の参画も検討する必要がある。 

 

BIM実行計画（BEP） 

 BEP 策定にあたっては、本プロジェクトの実情や特性を踏まえ BEP 策定の要件を以

下のように設定した。これらの要件は前述した課題やプロジェクト推進上のポイント

あるいは新たな課題を解決するものでもある。 

 

BEPの要件） 

●設計 BIM、施工 BIMは存在していなため、現状の最新図面（2次元）および現地調査

などから BIMを構築する 

●大型施設である点を考慮し BIM として正確に構築するオブジェクトとモデル化す

るオブジェクトに分類 

●現状あるいは将来の変更にも対応できる空間オブジェクトを活用 

●不動産所有者、管理会社（エンドユーザ）との対話を継続。日常の運用管理で活用

できる BIMに調整する 

 

BEP策定の考え方） 

1）プロジェクト情報 

   規模  地上 54階、地下 4階、塔屋 2階 延床面積 242,544㎡     

図 21 発注者情報要件(EIR)のサンプルイメージ  
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       ※７階から 54階事務所部分を対象とする 

   期間   3か月程度で BIM構築を完了する。その後の連携作業の中で調整を 

        はかる 

2）プロジェクトの目的・BIMの目標 

   建築と設備を一体化させた統合 BIMを構築 

   クラウドビューワで円滑に取り込み、表示、運用できる容量の dataとする 

3）実施体制 

   不動産所有者（LCC）と連携し構成員である BIMマネージャーが構築するプロジ 

   ェクトを統括する 

   委託により受託者である早稲田大学にて BIMモデルを作成する。 

4）運用の考え方 

   構築後の権利関係を明確にする。 

   基本的には BIMの著作権は早稲田大学、使用権は作成終了と同時に不動産所有 

   者（発注者）に移転することとする。BIM自体の使用権は不動産所有者がその後 

   も保持し、大規模な変更やその後の修正については管理会社、設計者、施工者 

   の参画を可能とする。 

 

BIM実行計画書（BEP）のサンプルを以下図 22で示す。 

 
 

 

本プロジェクトでの検証結果） 

発注者から提供される情報（図面）が適切であったため、所定の期間で既存高層施設

の BIM の構築を実現することができた。不動産管理システムとのリアルタイムの連携

も支障なく実施でき適切に計画を推進した。今後大規模な修繕や更新を実施した際に

は BIMマネージャーに加え、設計者や施工者の参画も検討する必要がある。               

                                  以上 

 

図 22 BIM 実行計画書(BEP)のサンプルイメージ  

 

 

 



BIMを活用した不動産プラットフォーム
の構築による既存オフィスビルの

施設維持管理の高度化と生産性向上

令和2年度

BIMを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業 検証結果報告 資料１

2021年3月

東京オペラシティビル㈱
プロパティデータバンク㈱



対象物件名称 東京オペラシティビル
規模 地上54階、地下4階、塔屋2階

延床面積 242,544㎡
竣工 1996年8月（築24年）
用途 事務所、店舗、コンサートホール等
構造種別 鉄骨鉄筋コンクリート造

補助事業に係るプロジェクトの概要

概要及びプロセス
BIM情報を持たない築24年の既存ビルに対し、クラウド化した管理システムにBIM情報を活用するこ
とで、維持管理業務の円滑化をはかるとともに施設維持管理の高度化に取り組む。

2
1

建築物の概要



［全体のスケジュール］ ３年間をかけて以下のプロジェクトに取り組む
不動産プラットフォームの構築による維持管理業務の高度化と生産性向上
① 修繕工事実施から固定資産計上までの工事に関するワークフローとBIMの連携
② 工事履歴DBを活用した中長期整備計画の立案とBIM導入
③ 入居者（テナント）管理とエネルギー管理情報のBIMとの連携
［役割分担］

試行・検証対象の概要

［本プロジェクトの目的］
●施設維持管理の高度化と生産性向上の両面を改善
●施設全体の長寿命化とWhole Life cost最適化

※Whole life costとは
LCCに替わる新しい考え方で、企業の保有する不動産資産の一生涯にかかる、支出と収入の管理・評
価を行い、併せて資産の価値向上取組も評価計上する国際的概念

←今年度実施
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構成員名 効果検証・課題分析等における役割

東京オペラシティ
ビル

オペラシティビルにおけるBIMモデルを発注するとともに、プロパティマネジメント業
務においてBIMモデルの導入および運用を行う。ライフサイクルコンサルタントとし
て運用面での課題を分析の上、総括的な活用方法を提案。

プロパティデータ
バンク

オペラシティビルの不動産管理クラウドシステム上においてBIMと連携するオプショ
ンプログラムの設計・開発および実装を推進した。BIMマネージャーとしてBIM構築
及び全体システムを統括。

。



分野
不動産

管理業務 　　　　　　過去から将来にわたり常に変化 一定期間変化しない静的情報 効率 品質

評価・鑑定 PML算定 構造躯体、主要設備・内装、周辺地盤 被害想定領域や価格 〇 〇

想定CAPEX算定 工事内容、場所、工事金額、修繕周期、前回実施時期 更新部位、設備の抽出および推計価格 〇 〇

鑑定評価額 不動産収益、再調達価格、周辺取引事例、地価・市況 規模及び仕様の確認、再調達価格 〇 〇

プロパティ 空間・面積管理 階別面積情報、区画情報、共有部分面積 対象区画の確認及び面積 〇 〇

マネジメント 賃貸契約管理 区画、面積、個別契約条件、契約者情報、債権情報 　〃 ◎ ◎

ファシリティ 賃借契約管理 契約区画、区画面積、個別契約条件、契約者情報 　〃 ◎ ◎

マネジメント 自社利用管理 利用区画、区画面積、期間、利用条件、利用部門 区画の確認及び面積、レイアウト ◎ ◎

預託金管理 預り金情報（テナント毎）、償却情報、期日情報 対象区画の確認、退去時の原状回復費 〇 〇

予算収支管理 予算収益・費用、実績収益・費用、予算CF、実績CF 連携なし

請求・入金管理 債権情報（テナント毎）、請求情報、入金情報、残債権 連携なし

資金計画 長期収入計画、長期支出計画、資金調達計画、長期修繕計画 連携なし

工事計画（LCC) 内容、区画・設備、工事金額、修繕周期、実施時期、劣化度 区画、部位、設備の確認およびCAPEX 〇 〇

工事管理 内容、理由、部位、予算・決定額、発注先、資本的支出額 構造躯体・設備、固定資産部位 ◎ ◎

ビル 日常業務管理 メンテナス作業名称、業務内容、日時、対象区画・部位 作業対象区画、部位、設備 〇 〇

メンテナンス クレーム内容、発生・解消日時、箇所、原因・対応・費用 　〃 〇 〇

不具合内容、内容、発生・解消日時、箇所、原因・対応・費用 　〃 〇 〇

機器・部材管理 区画・位置、設置時期、劣化・危険度、耐用年数、運転時間 構造躯体・設備、固定資産部位 ◎ ◎

エネルギー管理 管理対象、月次消費、日次消費、5分トレンド 対象区画及び系統 〇 ○

固定資産管理 固定資産管理 対象資産、区画・位置、償却年数、簿価、開始時期 設置場所、サイズ、仕様、現況 〇 ○

IFRS対応 リーシング情報、原状回復費条件 　〃 〇 〇

不動産管理情報 連携するBIMの内容 連携効果

不動産管理情報は、期間や日時などの情報を包含するとともに、長期間にわたって管理される経営情報であり不動産管理ソフト
ウェアを利用する領域。BIMは、一定期間変化することのない構造・躯体や主要設備の3次元情報、基本的な性能や仕様の情報を
管理することがきる。双方の連携により業務効率化や管理品質の向上をねらう。

連携

今年度
実施

本事業（今年度）で検証したプロセス

今年度
実施

3

試行・検証対象の概要



（国土交通省 報道資料より）

◆「令和２年度ＢＩＭを活用した建築生産・維持管理プロセス円滑化モデル事業」

今年度確認

今年度確認
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提案内容

25



［設定した課題］
今年度実施する入居者（テナント）管理とエネルギー管理とBIMとの連携
入居者（テナント）情報、エネルギー情報とBIMを連携させることにより、一元化する情報
の量と質をどのように設定するかという課題

「検討をすすめるためのポイント/解決策の方向性」
１）実際の業務フローへの対応

テナント管理、エネルギー管理、設備・メーターの管理を対象に実業務検証
ITツール活用について確認するとともにBIM導入効果を評価（定量化）

２）大規模既存施設のBIM構築手法検討
対象部位、構造物、設備および空間の特性に合わせてオブジェクトを分類

３）不動産管理に対応したBIM構築
実際のテナント区画などを参考に現状あるいは将来の変更にも対応できる
空間オブジェクトを設定

設定した検討課題と、解決策の方向性

［本プロジェクトの目的］
●施設維持管理の高度化と生産性向上の両面を改善
●施設全体の長寿命化とWhole Life cost最適化

6



［比較基準、目標］
対象業務のそれぞれの業務フローに関し、BIM情報活用前後で、業務量（人・日）の2割削
減を目標とする。主に以下1)2)3)についてBIM情報活用前後における業務量（人・日）を導
入前後で定量的に比較する。特に今年度は3）について実施した。

［定量的に検証する効果］
１）修繕工事の企画・実施・完了から固定資産計上までのワークフローの各段階において、
情報集約・作成にかかわる業務量（人・日）の削減を検証する。例として図面情報検索や現
地調査業務の軽減、劣化予兆把握の迅速化、工事内訳書の数量精度の向上等の効果等
が期待できる。

２）上記修繕履歴DBを活用し、中長期修繕計画の立案の業務フローの効率化を図る上で
業務フローの改善による付加価値の向上と業務量（人・日）の削減を検証する。

３）入居者（テナント）管理、エネルギー管理情報をBIMと連携させることによるワークフロー
の改善をはかる。既存のワークフローと導入後のワークフローを比較することにより削減さ
れる業務量（人・日）を検証する。

設定した定量的に検証する効果と比較基準、目標

3
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BIMデータの活用・連係に伴う課題の分析等について

28



検討の前提条件 既存施設のBIMおよび不動産管理DB構築

9

設計 施工 運営・維持管理

設計BIM 施工BIM FM-BIM新築時のBIM

既存建築物の
不動産管理-BIM

BIM
1

BIM
2

BIM
3

• 新築工事ではBIMデータが作成されることが多くなっているため、設計・施工時に作成したBIMデータをFM-BIM
データに変換するようなデータの流れを想定することが可能であるが、すでに建っている建築物については、不
動産所有者が自らの意思でBIMデータの作成や導入を進める必要がある

• 既存施設では設計BIM、施工BIMは存在していなため、現状の最新図面（2次元CAD）に加え、管理上作成してい
るテナントの区画図などの運営情報などからＢＩＭを構築する。必要に応じた現地調査なども重要である

• また同時にBIMと連携する不動産管理DBを構築。同様に運営管理上活用している台帳や既存データを活用する。

• 商業用不動産では貸し出す区画の形状はテナントとの交渉により決定されるため、竣工後も絶えず建物内部の
形状が変更されるため、BIMデータの更新を想定する必要がある

• 本プロジェクトでは既存建物の1）BIM構築、2）不動産管理DB構築および3）BIMと不動産管理DBの連携ソフトウェ
アを開発

不動産管理DB
（テナント・設備・区画情報など）

現状の最新2次元図面（一般図など）
テナント区画図・設備管理上の記録など

設備台帳、メンテナンス記録
賃貸契約、請求台帳、変動費台帳、など

3）連携ソフト開発

1）BIM構築

2）DB構築

本プロジェクトでは
1）2）3）を実施EIR発注者情報要件に反映



実施方法

【不動産管理クラウド導入】

【BIMの構築】
導入定着

7月上旬～
・＠プロパティシステム導入
・維持管理帳票等運用フロー定着化

建物情報
の収集

9月上旬
・早稲田大学による現地調査・
図面情報の把握・収集

BIM構築

10月末
・オペラBIM基本モデル制作
・7階から54階の事務所部分の
BIM構築完了

実務洗い
出し

11月上旬
・DXプロジェクト発足
（オペラ社内業務生産性向上PJ）
・テナント情報、エネルギー情報の収集
・BIMとの連携システム開発開始

連動

【不動産管理クラウドとBIMの連携】 １２月～

・維持管理、保守、テナント管理に対応したBIMモデルの構築
ポイント ①実際の業務フローへの対応

②大規模既存施設のBIM構築手法検討
③不動産管理に対応したBIM構築

・BIM情報との不動産管理情報の連携実施
1月下旬より
・BIM活用業務フローの試行、生産性評価

（来年度実施計画）
・今年度実施した内容の検証、改善取組、最終的評価
・修繕工事に関わるワークフローとBIMとの連携
・中長期整備計画の立案へのBIMの導入 10

【不動産管理クラウド・BIM連携開発】



11

実施の体制

EIR発注者情報要件に反映

BEP（実行計画）に反映

■不動産所有者（東京オペラシティビル）であるライフサイクルコンサルタントおよびBIMマネージャー・不動産管理クラウドベンダーが
連携してBIMおよび不動産DBを構築

東京オペラシティビル
LCコンサルタント

プロパティデータバンク プロパティデータバンク



検討の結果
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想定する不動産管理クラウドとBIMの活用領域

すすめるためのポイント 実際の業務フローへの対応

■既存施設においてすでに管理業務が日常遂行されている。BIMやクラウドの導入により日常業務に支障をきたす
ことがないように、また効果的にBMやクラウドを活用するために現状の業務フローへの対応が必要である。
→解決策として、実際の業務フローを再確認しその結果を踏まえ現在導入されている不動産管理クラウドシステムの範囲を基本に、

BIMとの連携が効果的でありかつ業務効率化のニーズの高い以下の①から⑥の業務を対象に選択した。
①テナントの入居から日常管理業務 ②日常管理からテナントの解約および退去業務
③設備機器の点検業務 ④設備機器のメンテナンス・更新管理業務
⑤計量メーターの設置おおび設定管理業務 ⑥エネルギー管理業務

13

検針    請求業務    テナント管理システム(＠プロパティ）

※ハンドによるチェック

                  エネルギー報告業務                     東京都向け

                経済産業省向け

      管理会社向け

現地メーター

ビルコン

検針値取り込み

(リアルタイム)

検針値取り込み

(1日1回)
システムより出力した帳票を元に

各メーターの使用量を確認

(毎月月初)

検針値に異常が無いこと等

を管理会社様へ報告

(毎月月初)

管理会社にて

請求業務

エネルギー報告用に

データを作成

地球温暖化対策計画書を作成し

管理会社様へ報告

（東京都環境局HPよりダウンロード)

定期報告書作成支援ツール

にて報告書を作成し管理会社様へ報告

(経済産業省(資源エネルギー庁)

HPよりダウンロード)

管理部より

経済産業省に提出

設備センター 管理会社

メーター テナン

ト情報管理(都度)台帳管理

BEMS

検針値取り込み

(1時間毎)

月報、年報を作成し

管理会社様へ報告

テナント

特定テナントへ

地球温暖化対策計画書

(温室効果ガス数値提出)

2020年度8社

空調推計

ツール使用

特別要望対応

特定テナント2社

＋

（オーナー関連）

NTT都市開発

JREA

ICC

熱供給会社他

管理部より

東京都環境局に提出

オーナー

各テナントに請求

各テナントから

賃料等入金

「入金総額」

を送金

管理会社にて

請求業務

(エクセルマクロにて集計）

各オーナーに請求

①テナントの入居から日常管理業務
②日常管理からテナントの解約および退去業務

③設備機器の点検業務
④設備機器のメンテナンス・更新管理業務
⑤計量メーターの設置および設定管理業務

⑥エネルギー管理業務

EIR発注者情報要件に反映



部材名称 部材詳細 オブジェクト指向 備考

柱 柱 不変オブジェクト

梁 梁 不変オブジェクト

外壁 外壁 不変オブジェクト

耐力壁

シャフト壁

共有部壁 半不変オブジェクト

間仕切壁 可変オブジェクト 賃貸部間仕切りのみ対象

ZONE壁 可変オブジェクト 実在しない。不可視

PS 不変オブジェクト

シャフト 不変オブジェクト

共有部 半不変オブジェクト

賃貸面積部 可変オブジェクト

不変オブジェクト
内壁

間取り・部屋

表 各建築部材とオブジェクト指向対応表

■当該施設は大規模施設となるため、全体のBIM構築には多大な労力と期間が必要

→解決策として、本プロジェクトでは対象部位、構造物、設備および空間の特性に合わせてオブジェクトを分類。
BIMとして正確に構築するオブジェクトとモデル化するオブジェクトに分類し効率の良いBIM構築手法を選択。

不変オブジェクト →BIMとしてある程度正確に入力（ＬＯＤ200程度）
主に構造躯体などがこれに該当する。運営上必要となる面積の算定や大規模な設備更新などに活用する観点か
ら正確に寸法および位置を反映するまた、建物内ではEVシャフトやパイプスペース・耐力壁・共有部内壁などもこ
れに該当する。

可変オブジェクト →モデル化するか空間として入力（モデル化するが寸法や位置は正確に入力する）
日常の運営管理において変化するものをこれに分類する。主に賃貸スペースの間仕切壁、専有面積がこれに該
当する。

半不変オブジェクト →モデル化して入力
定期的に更新する設備や共用部の壁など。

すすめるためのポイント 既存大規模施設のBIM構築手法検討

協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト
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BEP（実行計画）に反映



■BIM構築のすすめかた
最新の図面及びCADを活用し、不変オブジェクトに相当する柱・梁・外壁および共用部諸室についてBIMを構築。

標準階の不変オブジェクトを活用し施設全体（５５階分）に展開する。コアの位置、形状の変化、貸室スペースのフロ
アによる変化などを検証し正確にBIMに反映。

標準フロア

不変オブジェクトによる
正確なBIMの構築
（柱・梁・共用部など）

高層化対応

複雑かつ高度なテナント管
理を遂行するオフィス用高
層棟を中心にBIM展開

すすめるためのポイント 既存大規模施設のBIM構築手法検討

協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト
15

BEP（実行計画）に反映



すすめるためのポイント 既存大規模施設のBIM構築手法検討 BIM構築結果

主に事務所用途である7階から54階について前述の手法を活用してBIMを構築。既往の取り組みにより、BIM構

築と同時に全テナント契約データのデジタル化、計量メータ等の設備台帳のデジタル化、会計システムへのデー
タ排出、BEMSからのデータ取り込みなどの機能も実装。

16

規模 地上54階、地下4階、塔屋2階
延床面積 242,544㎡

竣工 1996年8月（築24年）
用途 事務所、店舗、コンサートホール等
構造種別 鉄骨鉄筋コンクリート造

BIMデータ概要
BIM対象部分 事務所用途部分 7階から54階
BIM概要 構造躯体・外壁、床・壁・天井 LOD200

テナント区画 一般モデルにて作成 LOD100
主要空調設備・計量メーター モデル化して作成

BIM構築

商業テナントが入居する低層部
については次年度構築予定

不動産管理DB構築

全テナント契約、エネルギー関連
設備台帳のデジタル化

BEMS、会計システムとの
自動連携開発（既設）

既存大型施設のデジタルツイン

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト
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■不動産管理に対応したBIM構築上のあらたな課題①
ーテナントの入れ替えにともなう区画変更への対応ー

• オフィス・ビルでは新築時に想定通りにテナントが募集できるわけではないため、区画の変更、共用部の変更、
分電盤の増設など様々な変更が起こる

• 貸出時の景気動向により、大きいフロアを小さい区画に分けて貸し出す場合もあれば、複数フロアをまとめて借
り上げる入居者もいる

• 入居を希望する企業とオフィス・ビルの所有者との相対取引により賃料、区画、利用方法が決まるため、竣工後
も、区画の変更が継続的に発生する

• 東京オペラシティの場合、年5件ほどテナントの入れ替わりが発生するため、恒常的に図面の更新、区画変更の
工事、空調・分電盤の変更工事が発生するため、BIMデータについても恒常的な変更が発生する

すすめるためのポイント 不動産管理に対応したBIM構築 あらたな課題①

基準階平面 2020年時点での７，８階の区画

テナント区画の現状→フレキシブルな対応が必要 EIR発注者情報要件に反映



■あらたな課題①に対応するための解決策）
実際のテナント区画などを参考に、現状あるいは将来の変更にも対応できる空間オブジェクトを設定。空間オブ
ジェクトの選択によりフレキシブルにテナント契約区画の変更に対応可能。

実際のテナント区画

空間オブジェクトの設定

空間オブジェクトの単位

複数組み合わせることによ
り実際のテナント区画に可
変に対応。各空間オブジェ
クトにはIDや名称を付与。

BIMイメージ

Aテナント

Bテナント

Aテナント

Cテナント

現状）

実際のテナント区画は長年の賃貸事業の中で変
化しており、当初のゾーニングを分割・統合するな
ど多様化している。竣工時の空調系統よりもきめ
細かい対応が必要。また区画の変更には簡易に
対応することが肝要。

協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト 18

BEP（実行計画）に反映

すすめるためのポイント 不動産管理に対応したBIM構築 あらたな課題①



■不動産管理に対応したBIMデータ作成上のあらたな課題②
ー既存システムとの連携ー

・東京オペラシティではビル内の空調設備やセキュリティ管理を行うBEMSや、ビル全体の改修工事履歴や日常点
検を記録する建物履歴情報データベース、テナントとの契約や光熱水費の請求を処理する不動産管理クラウドが
既に導入されていて、「BIMデータだけが存在しない」状況である

・既存のシステム上で実施されてきた、テナント管理や工事履歴、日常的な点検結果、空調設備の運用状況をBIM
データ上で把握できるようにして、効率的な不動産管理業務の実現を目指しているが、このためには「BIMデータが
既存の情報システムの要求に合わせる」という考えが必要になる

BEMS

不動産管理クラウド

建物履歴情報
データベース

空調やエネルギー利用状況、天候の記録、セキュ
リティシステムの管理に利用

テナントとの契約、光熱水費の請求などに利用

日常的な点検、工事履歴の記録に利用

BIMデータ

現状のシステムの状況 既存システムにBIMデータを含めた状況

BEMS

不動産管理
クラウド

建物履歴情報
データベース

すでに連携

今回連携

今回連携 将来連携

将来連携

すすめるためのポイント 不動産管理に対応したBIM構築 あらたな課題②

19

EIR発注者情報要件に反映



■大規模オフィス・ビルの不動産管理に対応したBIMデータ作成上のあらたな課題③
ー国際不動産面積測定基準への対応ー

すすめるためのポイント 不動産管理に対応したBIM構築 あらたな課題③

• 経済のグローバル化に伴い、多国籍企業への貸出やオフィスへの投資が増加すると考えられる
が、国際不動産面積測定基準連合（IPMSC  : International Property Measurement Standards 
Coalition）が2014年に作成した国際不動産面積測定基準(IPMS； International Property 
Measurement Standards)オフィス版に準拠した貸室の面積算出が求められる

• IPMSに記載のある面積の算出方法のうち、BIMデータを最も詳細に作りこむ必要があるIPMS2に
あるオフィスの構成要素面積を算出できるようなBIMデータの作成を目指す

• IPMS2では構造体部分の面積を分けて算出する必要があり、BIMデータに記載する必要がある

構成要素 名称 主な用途の例

構成要素面積A 垂直貫通部分 階段、エレベーターシャフト、PS、EPS

構成要素面積B 構造体 構造壁、柱

構成要素面積C 機械室 空調、電気、エレベーターの機械室、メンテナンス室

構成要素面積D 衛生エリア トイレ、SK室、更衣室、シャワールーム

構成要素面積E 廊下 廊下

構成要素面積F 利便施設 カフェ、保育所、フィットネスクラブ、礼拝室

構成要素面積G オフィス専有部 オフィスとして貸し出される個所

構成要素面積H そのほか バルコニー、屋根付き通路、駐車場、倉庫

表 IPMS2における構成要素面積の定義

（出典）日本ビルヂング協会連合会：IPMSオフィス版日本語訳, 
http://www.jboma.or.jp/wp/wp-content/uploads/2016/04/20160407194359384.pdf, 2021/3/1閲覧 20

EIR発注者情報要件に反映



■大規模オフィス・ビルの不動産管理に対応したBIMデータ作成上のあらたな課題④
ーオーダーメイド管理に対応したBIMデータの作成プロセスー

すすめるためのポイント 不動産管理に対応したBIM構築 あらたな課題④

• FM業務は不動産の規模や不動産所有者のビル運営への考え方の違いにより、FM業務における
実施内容が多様化しやすい

• 基本的な建物形状のようなオフィス・ビルで共通して入力すべき基礎データと、それぞれのオフィ
ス・ビルごとに出てくるBIMデータの利用方法に対応するためのオーダーメイド部分を整理して、業
務フローを作成する必要がある

基礎データ作成 修正データビルオーナー
ヒアリング
現地調査

イテレーション１ イテレーション２ イテレーション３

完成データ

イテレーション４

ビル管理システムとの
連携のための調整

エンドユーザー
ヒアリング
LCコンサルタント
BIMマネージャー
による調整

管理会社
ヒアリング
既存システム調査

運用手法検討
BIM視認性確認
データ連携確認 21

BEP（実行計画）に反映
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■賃貸事業を主業とする不動産管理に対応したBIMデータ作成上のあらたな課題 対応・解決策のまとめ

不動産管理に対応したBIM構築 あらたな課題への対応・解決策 まとめ

課題 対応方法

テナントの入れ替えにとも
なう区画変更への対応

7階～54階における現状の貸出状況がわかる図面を作成し、区画
形状の分析を行った。基本的にテナントへの貸出区画の境界線
は通り芯に合わせて設定されるので、通り芯で区切った空間オ
ブジェクトの設置を行った

既存の情報システムとの連
携

利用されているシステムの現地調査を行うとともに、各システ
ムを提供するベンダーにBIMデータ作成の初期段階からヒアリ
ングを行い、入力すべき建物形状や情報、データ形式の整理を
行った

国際不動産面積測定基準へ
の対応

柱や構造壁などの構造躯体、エレベータシャフト、機械室など
は形状を正確に入力し、貸出す可能性のある区画には空間を示
すオブジェクトを設置した

オーダーメイド管理に対応
したBIMデータの作成プロ
セス

オフィス・ビルのFM-BIMデータとして一般的に必要になる情報
を入力した「基礎データ」を作成し、そのあと、不動産所有者、
不動産管理クラウドのベンダー、ビル管理士にヒアリングを2度、
行い「修正データ」「完成データ」を作成した。最後に不動産
管理クラウドとの連携を行い、BIMデータの表示情報などビル
管理業務に従事する利用者の利便性を考慮したモデルの修正を
行う、4回のイテレーションを想定する計画とした。

BEP（実行計画）に反映

BEP（実行計画）に反映

EIR発注者情報要件に反映

EIR発注者情報要件に反映

EIR発注者情報要件に反映



既存高層施設の主要部分のBIMを構築。不動産管理のニーズに対応するとともに不動産管理システムやBEMS
との連携や面積算定支援、実際の視認性などを配慮した調整を実施。

23

視認性などを考慮し外
壁、カーテンウォール、
各種構造躯体の透明度
を調整

面積算定の基本となる
コア、共有部、専用部
などを正確に再現

低層階、中層階、
高層階のELV
シャフトの変化
やコア内貸室な
どを再現

テナント区画を設定するためのモ
ジュールを一般モデルにて作成

板状の一般モデルとして配置する
ことにより居室の視認性を向上

BEMSや不動産管理クラウドと
連携する設備機器や計量メー
タを設備モデルとして設定

すすめるためのポイント 不動産管理に対応したBIM構築 対応結果概要

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト



不動産管理クラウドとBIMの連携 データ連携の考え方（全体概要）

連携当初の構築段階においてはBIMおよび既存不動産管理書類などから非図形情報を抽出し、不動産管理クラウドの基礎
情報として活用。BIMの図形情報はクラウド型のBIMビューワー（Forge）に取り込むことで不動産クラウドとの連携を開始する。

BIM

マスターデータ

日常の運営管理の中で情報蓄積
保守・点検

対象部位、点検結果
点検、対象部位、状態
不具合情報、対象部位、原因
影響度、是正報告書、コスト

運転時間 発停時間 劣化状態
計測計量値

目視による計測値
中央監視からの時刻別データ

建築保全センターなど
業界推奨値活用

③不動産管理クラウドを活用して情報を蓄積

日常運営・管理情報

①不動産管理の考え方で再編成

共用部
エントランス・廊下
トイレ・共有スペース
屋上・外構
空調機・パッケージ
熱源機器・冷却塔・室外機
ポンプ
受変電・分配機
メーター など

専用部（自社利用）
部屋・区画
パッケージ
VAVユニット
FCユニット など

専用部（賃貸利用）
部屋・区画
パッケージ
VAVユニット
FCユニット など

●共通
法人マスタ 業種マスタ
格付マスタ 勘定科目マスタ
部門・部署、部屋・室名マスタ
電子書庫フォルダ名称マスタ
工事種別マスタ

●資産基本情報
階別構成
建物用途マスタ 資産分類マスタ

②マスターデータを整備し用語・名称を体系化

●ビルマネジメント
機器・部材・備品マスタ 更新周期・コスト・メンテナンス仕様など
種別キーワード設定 点検区分マスタ
処置・対応マスタ 原因マスタ
クレームマスタ
エネルギーコストマスタ
エネルギー区分・換算係数
エネルギー原単位分母
作業分類マスタ

構造・躯体
壁
柱
梁
天井
屋上・防水

機械設備
空調機
ダクト
熱源機器
ポンプ
パッケージ

電気設備
受変電
分配機
メーター

空間情報
フロア
区画

日常の運営管理の中で情報蓄積
賃貸契約

契約主体 契約区画・期間、面積
賃料・共益費 付帯契約
賃料請求条件

（会計科目、計上基準含む）
段階賃料 フリーレント など

自社利用
利用部門・部署 利用目的 期間
利用区画 利用人数 など

不動産管理基礎データ構築

不動産管理クラウド

運用時
BIMコード

活用

既存のCAD図面
テナント区画図など

構築時
非図形
データ

構築時
図形
データ

クラウド
BIM
viewer

24

既存不動管理書類

既存DB
テナント契約情報
設備機器台帳
計量メーター台帳
各種履歴データ など

CSV
データ

構築時
非図形
データ



不動産管理クラウドとBIMの連携
データ連携の具体的手法（図面～BIM～不動産情報）

BIMで構築された空間・躯体・設備機器などのオブジェクトと、不動産管理で取り扱うテナント区画や管理対象設備機器との
連携にはBIMコード（Autodesk社では要素ID）を活用。設定されたBIMコードを意識することなく双方の情報を確認可能とする。
構築時の取り込み機能および運用時の連携機能については本プロジェクトにて開発

BIM

構造・躯体
壁
柱
梁
天井
屋上・防水

機械設備
空調機
ダクト
熱源機器
ポンプ
パッケージ

電気設備
受変電
分配機
メーター

空間情報
フロア
区画

構築時
非図形
データ

構築時
図形
データ

クラウド
BIM
viewer

運用時
BIMコード

活用

図面・区画図など

Forgeへの
3次元情報取り込み

Dynamoを活用し
フロア別各オブジェクと

要素ID一覧
CSVファイル排出

自動取り込み用
CSVファイルへ

配列など変換・調整

取り込み

公開用APIを活用し
連携ソフトウェアを開発

不動産管理
クラウド

エクスポート
データイメージ

25



クラウド事業者
BMマネージャー

不動産管理クラウドとBIMの連携
SaaSを活用した不動産管理システムとBIMの一体運営

本プロジェクトでは不動産管理クラウドとBIMの連携を実施した。両システムともに同一のSaaS上に統合するとともに、インターフェイス
を不動産クラウドに統一しているため、ユーザーにおいては日常利用している不動産管理システムの中でBIM管理機能を活用すること
ができるように工夫した。ビルオーナー、投資家、管理会社幹部および担当者、管理受託会社（複数）など多くの関係者の情報共有も促
進する。今後想定される大規模な修繕などにおいては設計会社や施工会社の参画も可能となる。

26

外部委託者

不動産クラウド
データセンター

支店

不動産所有者
株主・ファンド等

経営者

支店

統括管理会社経営者
LCコンサルタント

支店

管理会社
管理部門

BIM３次元ビュワー
データセンター

SaaS（クラウド）
データーセンター

不動産管理とBIMが
連携した一体型
Saas提供

東京オペラシティビル外部パートナー アクセス
制御

電子
承認

一体型SaaS利用

2

設計者
施工会社

（大規模修繕の際）

１

3

大学
研究機関

（BIMアドバイザー）

一体型SaaS利用

三層構造
ファイアーウォールによる

セキュリティ管理

IDC３拠点リアルタイム
バックアップ
などBCP対応

API連携



１）新規契約～日常契約管理・会計処理
テナントの賃貸契約の管理、請求入金管理、予算・収支管理まで一連の業務は賃貸事業の根幹業務。BIM活用により区
画の確認や面積情報の管理を円滑に遂行可能。

賃貸契約管理 会計・決算

新規契約

契約書等

紐付け

集計

契約更新、新規契約などの契約
ワークフローを活用

反映

入金明細

未収金明細

区画情報の登録

不動産管理クラウドとBIMの連携 テナント管理業務におけるBIM活用

契約法人、賃料、面積、契約諸条件（段
階賃料、フリーレント等）および区画情
報を登録

請求・入金管理 月次報告

予算・収支管理
（CF、P/L）

月次の請求、入金（債権管理）などの会計業務やマンスリーレポートなど
に契約情報を活用。最終的には会計報告を作成。不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

反映

区画ごと賃料、契約期間など各種指
標に対応して可視化（将来）

現地区画の確認

現
地
作
業

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト

現地区画の確認

賃貸契約管理（日常・月次）

継続区画・更新候補解約予約・空室
など テナント情報の可視化

契約更新、賃料交渉、解約予約区画の営業展開など
の業務支援にツール活用

27



２）解約予約～営業展開～新規契約
テナントのリーシングおよび営業は賃貸事業において非常に重要な業務。契約更新、賃料交渉に加え解約予告などの初
期情報を効率よく営業につなげる必要がある。随所でBIMの区画情報を活用可能。

賃貸契約管理 営業展開

募集条件作成

展開

賃貸契約管理（解約予約登録）

区画、賃料、面積、契約諸条件（フリーレ
ント等）などの営業情報を登録

営業情報の可視化

営業情報管理 新規契約へ

契約更新候補、賃料交渉状況、解約予約区画などの進捗
を一元管理

解約予約を含む館内の募集区画お
よび引き合い情報を一元管理。不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

反映

解約予告区画の確認 契約区画の確認

反映

現地区画の確認

現
地
作
業

新規契約に進展した際の契約区画、
契約法人、面積、賃料など登録

契約更新、新規契約などの契約
ワークフローを活用

現地区画の確認

不動産管理クラウドとBIMの連携 テナント管理業務におけるBIM活用

28

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト



■テナント管理における不動産管理クラウド画面イメージ

不動産管理クラウド

契約更新候補

契約更新もれ

契約期間終了

個別賃貸
契約情報

BIM連携機能

不動産管理クラウドとBIMの連携 テナント管理業務におけるBIM活用

29



■テナント管理におけるBIM画面イメージ（例）

BIM

契約更新もれ
契約期間終了

契約更新候補

契約自動更新

不動産管理クラウド連携機能

30
BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト

不動産管理クラウドとBIMの連携 テナント管理業務におけるBIM活用



■テナント管理におけるBIM画面イメージ（例）

BIM

空室予約テナント

空室

不動産管理クラウド連携機能

31
BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト

不動産管理クラウドとBIMの連携 テナント管理業務におけるBIM活用



1）点検対象機器確認～点検実施・報告～履歴管理
スケジュールされた点検、障害対応、修繕・修理に加え突発的な不具合対応業務において、対象となる設備機器、部材
等（メーター等）の抽出およびその位置確認にBIMを活用。点検結果の登録においてもBIMを活用。

設備台帳管理 点検結果登録・履歴管理

各機器確認対象機器検索

各機器の設置場所・仕様・系統・経過年
数・不具合状況など確認

位置確認

点検・不具合結果登録 点検・不具合等履歴管理

スケジュールされた点検、障害対応、修繕・修理に加え突
発的な不具合対応などにおいて対象となる機器を検索

各機器の点検結果・不具合詳細内容・原因・対応状況・コストなど記録
その後は複数年にわたって履歴管理を実施不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

反映

詳細な点検結果
不具合結果等登録対象設備機器確認

実施

現地設備の確認・点検

現
地
作
業

選択

不動産管理クラウドとBIMの連携 設備機器管理業務におけるBIM活用

32

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト



２）更新・メンテナンス対象機器確認～更新・メンテナンス実施・報告～履歴管理
経過年数などにより更新・メンテナンスの対象となる建物内の設備機器（メーター等）の抽出およびその位置確認にBIMを
活用。実際の更新・メンテナンス結果の登録においてもBIMを活用。

設備台帳管理 点検結果登録・履歴管理

各機器確認対象機器検索

各機器の設置場所・仕様・系統・経過年
数・不具合状況など確認

更新・メンテナンス結果登録 設備台帳履歴管理

各機器の点検結果・不具合詳細内容・原因・対応状況・コストなどを記録
その後は複数年にわたって履歴管理を実施不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

更新・メンテナンス結果登録対象設備機器確認

実施

現地設備の更新・メンテナンス

現
地
作
業

選択

反映

位置確認

更新機器登録

経過年数や工事計画内容などの条件で対象設備機器の抽
出および選択

33

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト

不動産管理クラウドとBIMの連携 設備機器管理業務におけるBIM活用



■設備機器管理における不動産管理クラウド画面イメージ（例）

不動産管理クラウド

機器名称 機器型式

経過年数が耐用年数
を超えた機器

個別機器詳細情報

劣化度および危険度

BIM連携機能

34

不動産管理クラウドとBIMの連携 設備機器管理業務におけるBIM活用



■設備機器管理におけるBIM画面イメージ（例）

BIM

更新対象
竪型空調機

不動産管理クラウド連携機能

35

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト

不動産管理クラウドとBIMの連携 設備機器管理業務におけるBIM活用



１）メーターの設定管理およびテナント入れ替えなどに伴うメーターの対応変更
変動費のもととなる電力・時間外空調・水道などの利用量を計量する各種目メーターの設定および対応テナント管理にお
いてBIMと連携。テナントの入れ替えに伴う各メーターの対応区画の変更もBIMで確認可能。

メーター台帳管理 メーターの設定変更および対応テナントの更新・修正

個別メーター設定確認対象メーター検索 メーター各種設定登録

メーター区分、メーターNo.、検定期間等で条件指定し
メーターを抽出および選択

各メーターの設定変更および対応するテナントの法人変更、区画変更など
について最新情報に更新不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

対応テナントの区画確認対象メーター位置確認

実施

現地メーター及びテナントの確認

現
地
作
業

反映

個別メーター確認

選択

各メーターの設置場所・詳細設定および対応テ
ナント（法人および区画）の確認

実施

現地メーターの確認

不動産管理クラウドとBIMの連携 計量メーター管理業務におけるBIM活用

36
BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト



２）エネルギー及び各種使用料管理
電力・時間外空調・水道などの利用料の前月との比較や異常値の確認などにおいてBIMを活用。当該メーターの位置や
対応テナントの確認を円滑に実施。

メーター台帳管理 メーターの設定および対応テナントの確認

個別メータ設定確認対象メーター検索

各メーターの設置場所・詳細設定および対応テ
ナント（法人及び区画）の確認

テナントの利用状況確認

前回検針値を下回るメーターおよび設定した閾値と乖離
するメーターを抽出不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

対応テナントの区画確認対象メーター位置確認

実施

現地メーターおよびテナントの確認

現
地
作
業

反映

個別メーター位置確認

選択

対応するテナントの利用状況およびメーターの設定等確認

実施

37

現地メーターの確認

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト

不動産管理クラウドとBIMの連携 計量メーター管理業務におけるBIM活用



■計量メーター管理における不動産管理クラウド画面イメージ（例）

不動産管理クラウド

個別メーター詳細情報

対応テナント法人名称 メーター名称

BIM連携機能

38

不動産管理クラウドとBIMの連携 計量メーター管理業務におけるBIM活用



■計量メーター管理におけるBIM画面イメージ（例）

BIM

確認対象
計量メーター

不動産管理クラウド連携機能

39

BIM構築：東京オペラシティビル株式会社 協力：早稲田大学理工学術総合研究所「建築プロジェクトとWhole-life costのマネジメント手法に関する研究」プロジェクト

不動産管理クラウドとBIMの連携 計量メーター管理業務におけるBIM活用



BIMの活用による

生産性向上等のメリットの検証等について

40



［検証の前提条件］
入居者（テナント）管理、エネルギー管理情報をBIMと連携させることにより、テナント情報、
エネルギー使用量、商業売上情報等をBIM上で可視化する。現況把握ワークフローの改善
による付加価値の向上と履歴管理機能向上による業務量（人・日）の削減を検証する。

検証の前提条件・実施方法・体制

3

「効果の目標」
対象業務のそれぞれの業務フローに関し、BIM情報活用前後で、業務量（人・日）の2割
削減を目標とする。
「比較基準」

BIM情報活用前後における業務量（人・日）を導入前後で定量的に比較する。
「実施方法・体制」
・関係する各社における当該業務ワークフローの洗い出し
・各社毎に現行業務量（人・日）を確認
・BIMを現行のクラウドシステム上で構築する（システム設計開発を伴う）
・構築後の業務フローの見直し
・各社毎に導入後の業務量（人・日）などサンプリング調査

41



現地区画の確認現地区画の確認

１）新規契約～日常契約管理・会計処理
テナントの賃貸契約の管理、請求入金管理、予算・収支管理まで一連の業務は賃貸事業の根幹業務。従来業務におい
ては複数の図面や関係書類の確認や現地区画の確認などの業務が発生。

賃貸契約管理 会計・決算

新規契約

契約書等

紐付け

集計

賃貸契約管理（日常・月次）

契約更新、新規契約などの契約
ワークフローを活用

反映

入金明細

未収金明細

不動産管理におけるBIM活用業務フローの試行、生産性評価 概要
（従来のテナント管理）

契約法人、賃料、面積、契約諸条件（段
階賃料、フリーレント等）および区画情
報を登録

請求・入金管理 月次報告

予算・収支管理
（CF、P/L）

契約更新、賃料交渉、解約予約区画の営業展開など
の業務支援にツール活用

月次の請求、入金（債権管理）などの会計業務やマンスリーレポートなど
に契約情報を活用。最終的には会計報告を作成。不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

書
類
・
図
面

反映

複数の図面や関係書類を確認

現地区画の確認
現
地
作
業

図面

中央監視
区画図

写真

図面
図面図面

スタッキング
プランなど

BIM活用により業務省力化
及び現地確認業務削減

現地区画の確認

中央監視
区画図

契約書 契約書

42



１）新規契約～日常契約管理・会計処理
テナントの賃貸契約の管理、請求入金管理、予算・収支管理まで一連の業務は賃貸事業の根幹業務。BIM活用により区
画の確認や面積情報の管理を円滑に遂行可能。

賃貸契約管理 会計・決算

新規契約

契約書等

紐付け

集計

賃貸契約管理（日常・月次）

契約更新、新規契約などの契約
ワークフローを活用

反映

入金明細

未収金明細

区画情報の登録

契約法人、賃料、面積、契約諸条件（段
階賃料、フリーレント等）および区画情
報を登録

継続区画・更新候補解約予約・空室
など テナント情報の可視化

請求・入金管理 月次報告

予算・収支管理
（CF、P/L）

契約更新、賃料交渉、解約予約区画の営業展開など
の業務支援にツール活用

月次の請求、入金（債権管理）などの会計業務やマンスリーレポートなど
に契約情報を活用。最終的には会計報告を作成。不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

反映

区画ごと賃料、契約期間など各種指
標に対応して可視化（将来）

現地区画の確認

現
地
作
業

現地区画の確認

不動産管理におけるBIM活用業務フローの試行、生産性評価 概要
（BIM導入時のテナント管理）
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１）新規契約～日常契約管理におけるBIM情報活用効果
テナントの賃貸契約の管理、請求入金管理、予算・収支管理まで一連の業務は賃貸事業の根幹業務です。BIM活用によ
り関連書類の作成や対象計量メータの確認業務などが省力化できます。

検証の結果 テナント管理（入居時）におけるBIM情報活用の定量的効果

44

Before After

作業概要 作業内容 時間数 作業内容 時間数

内覧会の実施 当該フロア図面作成 契約図面のコピー 5 契約図面のコピー 3

色塗り 10 色塗り

契約条件の決定 契約面積の確定 面積割付表で確認 3 面積割付表で確認 3

（賃料の確定）

契約区画の登録 中央監視盤CRT変更 10 中央監視盤CRT変更 10

階段図（Excel）の変更 5 ＠プロパティ上のBIM図出力 5

契約書添付図作成 契約図面のコピー 5 ＠プロパティ上のBIM図出力 3

区画の色塗り 10

入居に伴う工事関連 入居者説明会 CAD図出力 5 CAD図出力 5

入居に伴うエネルギー関連 メーター表作成 10 メーター表出力 5

現地立会読み合せ 20 現地読み合わせ 20

メーター表チェック 10 メーター表チェック 10

93 64

業務時間削減率 31.2%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

BIM導入後

時間/件

テナント入居時対応業務省力化効果

区画確認

面積確認

区画登録

契約用図面

入居者説明

エネルギー関連

サンプリング調査による テナント１件あたりの業務量 単位：ｈ

BIM活用



２）解約予約～営業展開～新規契約
テナントのリーシングおよび営業は賃貸事業において非常に重要な業務。随所でBIMの区画情報を活用可能。
BIM活用により解約区画の確認や関連書類の作成や対象計量メータの確認業務などが省力化できます。

検証の結果 テナント管理（退去時）におけるBIM情報活用の定量的効果

45

サンプリング調査による テナント１件あたりの業務量 単位：ｈ

Before After

作業概要 作業内容 時間数 作業内容 時間数

解約予告 解約区画の登録予約 階段図（Excel）の解約予約 5 階段図（Excel）の解約予約 5

解約覚書調印 解約区画の登録 階段図（Excel）の解約登録 5 ＠プロパティ上のBIM図出力 3

区画の色塗り 10

中央監視盤CRT変更 10 中央監視盤CRT変更 10

退去に伴う工事関連 原状回復工事 工事前）回復範囲確定　立会 5 回復範囲確定　立会 5

工事後）現地区画の確認 5 工事後）現地区画の確認 5

退去に伴うエネルギー関連 現地立会読み合せ 20 現地読み合わせ 20

メーター区分け作成 ＠プロパティ上のBIM

　及びチェック 10 　　　　メーター図出力 5

70 53

業務時間削減率 24.3%

0 10 20 30 40 50 60 70 80

BIM導入後

時間/件

テナント退去時対応業務省力化効果

区画確認

区画登録

原状回復

エネルギー関連



３）点検対象機器確認～点検実施・報告～履歴管理
スケジュールされた点検、障害対応、修繕・修理に加え突発的な不具合対応業務において、対象となる設備機器、部材
等（メーター等）の詳細情報およびその位置確認にBIMを活用。

検証の結果 設備管理（点検）におけるBIM情報活用の定量的効果
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Before After

作業概要 担当者 作業内容 時間数 作業内容 時間数

設備点検 空調機点検 BM会社 点検表の準備 5 点検表の準備 5

（月例点検） ・外観点検等 点検場所の確認 点検場所の確認

（25階想定） ・計測機器記録 ・図面で場所の確認 15 ・図面で場所の確認 5

・点検箇所の詳細情報確認 15 ・点検箇所の詳細情報確認 5

・図面のコピー 15 ・BIM情報の出力 5

安全ミーティング(KYK) 10 安全ミーティング(KYK) 10

点検工具の準備 10 点検工具の準備 5

点検場所へ移動 10 点検場所へ移動 10

点検・記録 60 点検・記録 60

点検結果をMOSSへ入力 10 点検結果をBIMへ入力 10

150 115

業務時間削減率 23.3%

0 20 40 60 80 100 120 140 160

BIM導入後

時間/件

設備管理（点検業務） 省力化効果

点検準備

場所・図面確認

安全管理

点検・記録作業

サンプリング調査による 設備点検１件あたりの業務量 単位：ｈ



４）更新・メンテナンス対象機器確認～更新・メンテナンス実施・報告～履歴管理
経過年数などにより更新・メンテナンスの対象となる建物内の設備機器（メーター等）の抽出およびその位置確認にBIMを
活用。

検証の結果設備管理（更新・メンテナンス）におけるBIM情報活用の定量的効果
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Before After

作業概要 担当者 作業内容 時間数 作業内容 時間数

空調機部品交換 BM会社 更新機器確認・選定 更新機器確認・選定

（25階想定） ・更新計画表確認 15 ・更新計画表確認 5

・図面で場所の確認 15 ・図面で場所の確認 5

・図面のコピー 15 ・BIM情報の出力 5

安全ミーティング(KYK) 10 安全ミーティング(KYK) 10

機器設置場所へ移動 10 機器設置場所へ移動 10

部品交換 60 部品交換 60

作業内容をMOSSへ入力 10 作業内容をBIMへ入力 10

更新計画表の更新 15 更新計画表の更新 15

150 120

業務時間削減率 20.0%

0 20 40 60 80 100 120 140 160

BIM導入後

時間/件

設備管理（点検業務） 省力化効果

対象機器確認

安全管理

交換作業・記録

サンプリング調査による 設備メンテナンス１件あたりの業務量 単位：ｈ



５）メーターの設定管理およびテナント入れ替えなどに伴うメーターの対応変更
変動費のもととなる電力・時間外空調・水道などの利用量を計量する各種目メーターの設定および対応テナント管理にお
いてBIMと連携。テナントの入れ替えに伴う各メーターの対応区画図の変更もBIMで確認可能。

検証の結果
エネルギー管理（計量メーター設定）におけるBIM情報活用の定量的効果
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Before After

作業概要 担当者 作業内容 時間数 作業内容 時間数

メータ交換 メータ交換(1台当たり) BM会社 メータ図面作成 10 メータ連動BIM図面作成 2

＠プロパティ入力 5 ＠プロパティ入力 5

メータ台帳（Excel）更新 5 メータ台帳（Excel）更新 5

テナントメータ登録削除(Excel)作成 5 テナントメータ登録削除(Excel)作成5

25 17

業務時間削減率 32.0%

0 5 10 15 20 25 30

1

2

時間/件

計量メーター管理（更新業務） 省力化効果

図面作成

クラウド登録

メーター台帳更新

サンプリング調査による メーター設定変更１件あたりの業務量 単位：ｈ



６）エネルギー及び各種使用料管理
電力・時間外空調・水道などの利用料の前月との比較や異常値の確認などにおいてBIMを活用。当該メーターの位置や
対応テナントの確認を円滑に実施。関連する報告書作成なども省力化可能。

検証の結果 エネルギー管理におけるBIM情報活用の定量的効果
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0 500 1000 1500 2000 2500 3000 3500

BIM導入後

時間/件

エネルギー管理（使用料管理業務） 省力化効果

前月比確認月次業務

報告用データ・資料作成

月次作業量min

Before After

作業概要 担当者 作業内容 時間数 作業内容 時間数

メータ使用量確認 前月 前年同月比を比較し、 BM会社 前月 前年同月比を比較し、 2880 前月 前年同月比を比較し、 2520

メータ異常が無いことを確認 メータ異常が無いことを確認 メータ異常が無いことを確認

(全メータ数 約1600個) (60分×8h×2日×3人) (60分×7h×2日×3人)

テナントメータ使用量報告 管理会社へテナントメータ BM会社 管理部 業務部報告用資料作成 120 管理部 業務部報告用資料作成 100

使用量を報告 BIM情報の一部活用

3000 2620

業務時間削減率 12.7%

月次作業量をヒアリングにて推計 業務量 単位：m



検証の結果 BIM情報活用の定量的効果のサマリー

（単位：％）
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検証対象の6つの業務フローにおけるBIM情報活用効果は以下となった。各業務において概ね20～30％の省力
化が確認された。

1.新規契約（入居時） 31.2%

2.解約（退去時） 24.3%

3.設備の点検管理 23.3%

4.設備更新メンテ実施管理 20.0%

5.メーターの交換・設定管理 32.0%

6.エネルギー使用料管理 12.7%

※修繕工事・投資工事関連は来年度検証、設備機器管理関連は来年度実施可否判断の予定

テナント管理業務

エネルギー機器

点検・メンテナンス管理

BIM導入後の業務量改善率

BIM導入後の業務量改善率

エネルギー使用量管理 BIM導入後の業務量改善率



結果から導き出される
より発展的に活用するための今後の課題
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［課題］
入居者（テナント）管理とエネルギー管理とBIMとの連携、入居者（テナント）情報、エネルギー情報とBIMを連携させる
ことにより、一元化する情報の量と質をどのように設定するかという課題

☞対応方法
実際の業務フローを再確認しその結果を踏まえ現在導入されたている不動産管理クラウドシステムの範囲を
基本にBIMとの連携が効果的でありかつ業務効率化のニーズの高い業務を選定
①テナントの入居から日常管理業務 ②日常管理からテナントの解約および退去業務
③設備機器の点検業務 ④設備機器のメンテナンス・更新管理業務
⑤計量メーターの設置おおび設定管理業務 ⑥エネルギー管理業務

☞対応方法
本プロジェクトでは対象部位、構造物、設備および空間の特性に合わせてオブジェクトを分類
BIMとして正確に構築するオブジェクトとモデル化するオブジェクトに分類し効率の良いBIM構築手法を選択

想定した課題、新たなる課題と対応方法 まとめ
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［新たなる課題］
賃貸事業を主業とする大規模オフィス・ビルのためのBIMデータ作成上のあらたな課題を認識

課題 対応方法

テナント区画変更への対応 空間オブジェクトを活用

既存情報システムとの連携 利用されているシステムの現地調査を行うとともに入力すべき建
物形状や情報、データ形式の整理を

国際不動産面積測定基準対応 内法面積算定に影響する柱や構造壁などの構造躯体は正確に入力

オーダーメイド管理に対応 管理業務に従事する利用者の利便性を考慮したモデル修正を実施



［不動産管理におけるBIM導入］
テナント管理業務、設備機器管理業務、計量メーター管理業務などにおけるBIMの日常的な活用を
試行。幅広いユーザーを想定しインターフェースを不動産管理クラウド（SaaS）に統一。BIM専用ソフト
ウェアを起動することなくBIMを日常的に利用できる環境を提供。

BIMを活用した不動産プラットフォーム構築効果 まとめ

3

「検証された効果」
１）業務効率化（生産性向上）
従来業務に比して概ね20％から30％の業務量を削減。現地調査や確認作業の回数削減、複数の図
面、書類の検索、閲覧、記録などの作業を大幅削減
２）関係者間の情報共有（生産性向上と高度化）
対象となる区画・空間、設備・機器、構造・部材などの位置を３次元で特定するとともにその履歴管理
が可能となった。管理者、オーナー、プロパティマネジャー、ファシリティマネジャーあるいは工事関係
者（設計者・施工者）の情報共有も円滑化されると考えられる（今後定量化予定）
３）不動産情報の一元管理（高度化）
不動産管理クラウドの活用により不動産運用に関する様々な情報が日常管理とともに正確に蓄積。

BIMと連携することにより、視認性やエビデンスとしての正確さも向上した。不動産評価や施設への再
投資戦略に効果的に活用可能と考えられる（今後定量化予定）
４）活用したEIRの有効性

BIMと不動産管理システムとの日常管理における連携の実現と効率よい業務省力化を実現
５）活用したBEPの有効性
仕様、詳細度、ボリュームなどについて想定通り効率よくBIMを構築することができた
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検証の結果）
その検証第一弾として今年度、「入居者（テナント）管理・エネルギー管理とBIMとの連携」の検証を実施。テナント管
理とエネルギー管理において不動産管理情報とBIM情報の連携による省力効果があることを定量的に導き出すこと
ができたため、施設管理の生産性向上については一定の成果を確認。

今後さらに検討・解決すべき課題）
不動産情報とBIM情報の連携によりテナントや設備の現地確認作業や実作業なども間接的には支援できると考えら
れる。またビルオーナー、投資家、管理会社幹部および担当者、管理受託会社（複数）など多くの関係者の情報共有
も促進することとなるが、これらの効果の定量的な検証は今後も継続していく所存である。
また、不動産管理情報とBIM情報の連携により不動産運用に関する様々な情報が日常管理とともに正確に蓄積され
るため、テナントの稼働状況や工事の実績管理などにおける視認性やエビデンスとしての正確さも向上すると考えら
れる。可視化された履歴情報を不動産評価や施設への再投資戦略に効果的に活用していくことが重要であり、今後
の検討事項とした。

今後の課題検討等にむけたロードマップ）
上記により、高度検証に向けた基礎環境の設定を完了、次年度以降は実際の管理連携詳細の検証に入る。
① 工事実施から固定資産計上までのワークフローとBIMの連携
② 中長期整備計画の立案とBIMの導入
について次年度より順次実施していく計画である。工事の計画やその判断、実施した際の履歴管理などにおいて不
動産管理情報とBIM情報を連携させることにより、今般の検証同様にまずは省力化効果を確認するとともに、関係者
の情報共有効果の顕在化や、蓄積されたデータを活用した施設再投資戦略などの展開をすすめていきたい。
今年度成果を既存大型施設の基本統合BIM（構造物・空間・主要設備BIM）とし今後はさらにBIM情報（工事関連・空
調設備など）の充実と活用をはかるとともに最終的には生産性に加え、管理品質の向上や施設の資産価値向上など
を通じた施設管理の高度化について実現し、施設全体の長寿命化とWhole Life costの最適化を図る。

結果から導き出されるより発展的に活用するための今後の課題
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工事の計画やその判断、実施した際の履歴管理などにおいて不動産管理情報とBIM情報を連携させることにより、
まずは省力化効果を確認する。工事情報などを活用しさらなるBIM情報の充実をはかり、最終的には蓄積されて
情報（ビックデータ）の分析などを実施し施設全体の長寿命化とWhole Life cost最適化をはかる。

今年度成果 次年度 および 今後

不動産管理情報のデジタル化と記録 履歴管理とデータの蓄積・充実

賃貸契約、法人情報、空間・部屋情報、主要設備情報のDB構築 工事履歴（資本的支出、経費的支出）、依頼クレーム
事項、各種メンテナンス履歴のDB構築不

動
産
管
理
ク
ラ
ウ
ド

B
I
M

反映

既存施設の基本統合BIMの構築 工事情報・設備情報などBIMの充実

蓄積されたビックデーターの分析

今年度成果を既存大型施設の基本統合BIM（構造物・空間・主要設備BIM）とし
今後はさらにBIM情報（工事関連・空調設備など）の充実と活用をはかる

ビックデータ解析結果の可視化

柱・壁・床・梁・スラブなど基本構造物を正確にBIM化。面
積算定や区画の設定などの基礎となる情報インフラを構築。
エネルギー管理や設備管理の対象となる主要設備のBIM化も
はかり関連業務でのBIM活用を実現。国際面積基準等への対
応も可能に。

不変オブジェクトを中心に正確に構築された
基本統合BIMを活用し、工事情報の充実や設
備関係のBIM情報を順次追加。

平均賃料、空室率、NOIなどの賃貸事業
に関する様々なKPIや最適な修繕周期予
測や顧客満足度、エネルギー消費量など
の分析結果をBIMで可視化する

基本構造躯体および空間のBIM

主要設備のモデル化BIM 大規模修繕時の設備情報のBIM化

工事履歴のBIM化

空室率のBIM化（イメージ）

エネルギー消費量
BIM化（イメージ）

蓄積された賃貸契約情報、収益情報、顧客クレーム
情報、エネルギー消費量、光熱用水費、工事情報、
メンテナンス情報を統計解析
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発注者情報要件（EIR）
およびBIM実行計画（BEP）の検証結果
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EIR策定にあたってはBIM及び不動産管理システムを発注している不動産所有者（ライフサイクルコンサルタン

ト）が、日常の運用管理で有効活用できることを前提に、本プロジェクトの実情や特性を踏まえEIR策定の要件を

以下のように設定した。これらの要件は前述した課題やプロジェクト推進上のポイントあるいは新たな課題を解

決するものでもある

EIRの要件）

● BIMとの連携が効果的でありかつ業務効率化のニーズの高い業務を対象とする

●設計BIM、施工BIMは存在していなため、現状の最新図面（2次元）および現地調査などからＢＩＭを構築する

●国際的な面積基準への対応やフレキシブルなテナント区画変更など、大規模な賃貸事業を対象とする不動

産管理に対応したBIMを構築する。

●不動産管理システムなど既存システムとの連携をはかる

☞EIR策定の考え方）

1） 全体システムの考え方

既存の運営管理に支障をきたすことなく、また大勢の関係者（所有者、統括管理者、ユーザ、パートナー企

業）の参画を可能とするため、すでに導入し日常の運用管理で活用している既存不動産管理システム

（ SaaS型）と一体でBIM連携をはかることとする。SaaS型の不動産管理システムと連携する標準的なBIM

ビューワーを活用するため、当該ビューワーに取り込むことが可能な容量、データ形式で構築する

2)    BIM構築の考え方

構築範囲：２次元図面と区画図、設備メーター台帳および現地調査から集約できる情報の範囲で構築する

3)   発注者の利用目的

利用目的：不動産管理システムと連携させることにより、日常管理において可視化すべき構造物、エリア、

設備などをBIMビューワー上で明示することを目的としている

テナント管理業務、設備管理業務、エネルギー管理業務において

別途構築する不動産管理システム（クラウド）と連携し活用されることを目的とする

発注者情報要件（EIR）策定にあたっての要件と考え方
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BIM発注者情報要件（EIR）を作成しBIM構築およびその後の運用管理において活用した。

1) 技術面

標準的なBIMビューワーを活用するため、当該ビューワーに取り込むことが可能な容量、データ形式で構築する。

モデル ： 建築およびモデル化された主要設備の統合BIM

レベル ： 構造・躯体・外壁・コアなどはLOD200相当 不変オブジェクトとして分類

主要設備（計量メーター・空調機）はモデル化しLOD100相当 半不変オブジェクトとして分類

貸室はモジュール化したモデルでLOD100相当 可変オブジェクトとして分類

変化するテナント区画にフレキシブルに対応できるBIMモデルを設定

DATA形式： Autodesk社の提供するForgeを前提としRevit2021バージョンで構築

2)    運用管理面

構築範囲：２次元図面と区画図、設備・メーター台帳及び現地調査情報から集約できる情報の範囲で構築する

役割分担：ビルオーナー（LCC）が2次元情報を提供し発注、BIMマネージャーが全体を統括し、受託者がBIM作成

調整 ：各段階においてビルオーナーとBIMマネージャーが協議し構築するBIMの視認性などを調整

3)   発注者の利用目的

利用目的：不動産管理システムと連携させることにより、日常管理において可視化すべき構造物、エリア、設備などをBIM

ビューワー上で明示することを目的としている

テナント管理業務、設備管理業務、エネルギー管理業務において別途構築する不動産管理システム（クラウド）と

連携し活用されることを目的とする

連携形式：不動産管理クラウドなど既存システムとの連携のために、フロアごとにオブジェクト名称、BIMコード（ Autodesk社

では要素ID）※を記載した非図形に関するテキスト（CSV）データを作成（Dｙnamoを活用）

☞本プロジェクトでの検証結果）

現地調査などから不動産所有者が提供する図面や資料が最新のものであることが確認されたことから、上記EIRによる構築は実

現できた。最終的な業務省力化効果の結果などから対象業務やその範囲も適切であったと思料する。ただし、既存図面が最新に

更新されていない場合や、今後大規模な修繕や更新を実施した際には本プロジェクトで活用した入力情報では不足すると思われ

る。日常管理の範囲を超えたイベントの場合は設計者や施工者の参画も検討する必要がある。

発注者情報要件（EIR）のサンプル
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BEP策定にあたっては、本プロジェクトの実情や特性を踏まえBEP策定の要件を以下のように設定した。これら

の要件は前述した課題やプロジェクト推進上のポイントあるいは新たな課題を解決するものでもある

BEPの要件）
●設計BIM、施工BIMは存在していなため、現状の最新図面（2次元）および現地調査などからＢＩＭを構築する

●大型施設である点を考慮し BIMとして正確に構築するオブジェクトとモデル化するオブジェクトに分類

●現状あるいは将来の変更にも対応できる空間オブジェクトを活用

●不動産所有者、管理会社（エンドユーザ）との対話を継続。日常の運用管理で活用できるBIMに調整する

☞BEP策定の考え方）
1）プロジェクト情報

規模 地上54階、地下4階、塔屋2階 延床面積242,544㎡ ※７階から54階事務所部分を対象とする

期間 ３か月程度でBIMを構築を完了する。その後の連携作業の中で調整をはかる

2）プロジェクトの目的・BIMの目標

建築と設備を一体化させた統合BIMを構築

クラウドビューワで円滑に取り込み、表示、運用できる容量のdataとする

3）実施体制

不動産所有者（LCC）と連携し構成員であるBIMマネージャーが構築プロジェクトを統括する

委託により受託者である早稲田大学にてBIMモデルを作成する

4）運用の考え方

構築後の権利関係を明確にする。

基本的にはBIMの著作権は早稲田大学、使用権は作成終了と同時に不動産所有者（発注者）に移転することとする。BIM自体

の使用権は不動産所有者がその後も保持し、大規模な変更やその後の修正については管理会社、設計者、施工者の参画を

可能とする

BIM実行計画（BEP）策定にあたっての要件と考え方
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BIM実行計画（BEP）を作成し活用した。

1）プロジェクト情報

規模 ：地上54階、地下4階、塔屋2階 延床面積242,544㎡ ※７階から54階事務所部分を対象とする

マイルストーン ・2020年9月 BIM構築のための現地調査、図面情報の把握・収集

・2020年10月 東京オペラシティビルBIM基本モデル制作

・2020年12月 不動産管理クラウドとBIM情報の連携実施

・2021年1月～ BIM活用業務フローの試行、生産性評価

2）プロジェクトの目的・BIMの目標

不動産管理システムと連携させ日常管理において可視化すべき構造物、エリア、設備などをBIMビューワー上で明示する

BIMモデル ：建築およびモデル化された主要設備の統合BIM

BIMレベル ：構造・躯体・外壁・コアなどはLOD相当 不変オブジェクトとして分類

主要設備はモデル化しLOD100相当 半不変オブジェクトとして分類

貸室はモジュール化したモデルでLOD100相当 可変オブジェクトとして分類

BIM構築： Revit2021バージョンで構築 既存システムと連携するためのデータエキスポートにはDynamoを活用

3）実施体制

構成員であるBIMマネージャーからの委託により受託者である早稲田大学にてBIMモデルを作成する。

4）運用の考え方

BIMの著作権は早稲田大学、使用権は作成終了と同時に不動産所有者（発注者）に移転する。

作成されたBIMデータ（図形）をAutodesk社提供のForgeのクラウド上に保管し、構成員であるBIMマネージャーが運用するクラ

ウドとして運用する。BIMから排出された機器・構造部材に関する非図形データ（CSV形式）は不動産管理クラウドの基礎情報と

して活用する。今後、BIMに修正や変更が必要な場合は別途協議の上、構成員が受託者に発注する。

☞本プロジェクトでの検証結果）

発注者から提供される情報（図面）が適切であったため、所定の期間で既存高層施設のBIMの構築を実現することができた。不動

産管理システムとのリアルタイムの連携も支障なく実施でき適切に計画を推進した。今後大規模な修繕や更新を実施した際には

BIMマネージャーに加え、設計者や施工者の参画も検討する必要がある。

BIM実行計画（BEP）のサンプル
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設計図面から建物形状を再現する際には、以下の表に従って入力を行う。 

 

部位の見本 

分類 部 位

名 

LOD/用途 作成例 そのほか情報 

図面 通 り

芯、FL 

LOD:200 通り芯、各階のフロアレベ

ルを記入する 

 

部位 柱 LOD : 200 

居室の面積、体積を求めら

れるよう外形を正確に描

く。 

Revit 上でのモデル： 

柱オブジェクト 

 

 

部位 壁 LOD : 200 

居室の面積、体積を求めら

れるよう外形を正確に描

く。 

Revit 上でのモデル： 

壁オブジェクト 

 

壁の厚みを表

現し、壁種類

がわかること

が望ましい。 

部位 梁 LOD : 200 

居室の体積を求められる

よう外形を正確に描く。 

Revit 上でのモデル： 

梁オブジェクト 

 

 

部位 床 LOD : 200 

内部を閲覧する際に歩行

者のオブジェクトが歩行

できるようにする。 

Revit 上でのモデル： 

一般モデル使用 

 

ウォークスル

ー時に歩行が

可能なモデル

とする。 

空間 居 室

（ 床

下） 

LOD : 200 

床下の空間の厚みがわか

るようにする 

床と兼用 ウォークスル

ー時に歩行が

可能なモデル

とする。 

空間 居室 LOD : 200 

内法天井高さで表現する。 

 ウォークスル

ーで閲覧する



3 

 

Revit 上でのモデル： 

部屋機能で作成 

ため、非表示。 

空間 居 室

（ 天

井裏） 

LOD : 200 

天井裏の空間の厚みがわ

かるようにする。 

Revit 上でのモデル： 

エリア機能で作成 

 ウォークスル

ーで閲覧する

ため、非表示。 

空間 共 用

部 

LOD : 200 

Revit 上でのモデル： 

一般モデル 

 
 

 

 共 用

部 

LOD : 200 

Revit 上でのモデル： 

一般モデル 

 

一般モデル 

共用部にある

居室を表現す

る。 

空間 EV LOD : 100 

各階で分割して作成する。 

Revit 上でのモデル： 

一般モデル 

 

一般モデル使用 

エレベータ空

間の形状を描

く。 

空間 階 段

室 

LOD : 100 

階段室の大きさがわかる

ように作成する。 

Revit 上でのモデル： 

一般モデル 

 

一般モデル使用 
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設備 電 気

メ ー

ター 

LOD : 100 

ビューワーで電気メータ

ーの位置が把握できるよ

うに実大ではなく大きめ

に表現する。 

モデルの寸法は 400×800

×4000 とする。 

Revit 上でのモデル： 

設備機器オブジェクト 

 

入力サイズに

ついては、関

係者で協議し

て決める。 

設備 上 水

メ ー

ター 

LOD100 

モデルの寸法は 400×800

×4000 

Revit 上でのモデル： 

設備機器オブジェクト  

設備機器オブジェクト 

入力サイズに

ついては、関

係者で協議し

て決める。 

設備 冷 水

メ ー

ター 

モデルの寸法は 400×800

×4000 

Revit 上でのモデル： 

設備機器オブジェクト 

 

設備機器オブジェクト 

入力サイズに

ついては、関

係者で協議し

て決める。 

設備 空 調

機 

モデルの寸法は 1000×

4000×4000 

Revit 上でのモデル： 

設備機器オブジェクト 

 

設備機器オブジェクト 

入力サイズに

ついては、関

係者で協議し

て決める。 

LOD については BIM FORUM Level of Development Specification(2019.4 版)に準拠す

る。 

（参考文献）Level of Development Specification, https://bimforum.org/lod/, BIM 

FORUM, 2021.3.1 閲覧 
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a. 全体像 

 

b. 配置図 

 

c. 南北断面 

 

d. 東西断面 

図 BIM データの全体像 

 

 

図 平面図（８階） 

 

図 ８階の BIM データ 
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a. 梁 

 

b. 柱と構造壁、外周壁 

 

c. 通り芯で分けられた居室床と共用部の

空間モデル 

 

d. 管理対象の設備機器 

図 分類別で表示した BIM データ 
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３D モデルの表示方法 

 Revit で作成した BIM データを不動産管理クラウドと連携されるために Autodesk Forge

用のデータに変換し、利用する。この Autodesk Forge では、2020 年１２月時点では、Revit

の３D モデル表示におけるレンダリング設定が引き継がれる仕様のため、Revit 内で表示方

法を設定する必要がある。不動産管理クラウドと連携した際に、視認性の良い BIM データ

全体の表示色やレンダリング方法の検証を行った結果、「透過率５０％」を採用した。 

 以下の図は３Ｄモデル表示の際の見た目を検討した際の候補の例である。 

 

図 Revit における標準的な表示 

 

図 透過率５０％ 

 

図 べた塗６０％ 
 

図 陰線処理７０％ 
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図 シェーディング透過５０％ 

 

図 陰線処理８０％ 

 

階数の表示方法 

 不動産管理クラウドとＢＩＭデータを連携し、設備機器の管理情報を閲覧する際に、ウォ

ークスルー機能を実装している。今回の対象のオフィスビルは階数が多いため、閲覧時に何

階を見ているかをわかりやすくするために、各階のフロア内に階数を３Ｄモデル表示でき

るように追記した。 

 

  

図 各階のフロア番号をオブジェクトとして設置 
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Ⅰ.概要 

＠プロパティと Autodesk 社のクラウドサービス Forge を連携し、＠プロパティ上で

BIMデータを表示する。また、賃貸契約管理、機器・部材・備品管理等、＠プロパティ

の各機能と BIM 上のオブジェクトを連携し、双方向でのデータ参照を可能にすること

で、不動産管理業務の高度化・効率化を実現する。 

 

 

 

【@property メニューと BIM画面の関係】 

 

 

選択した検針請求に関連付けされた
メーターをBIM上に表示

※2021 年度の開発予定 
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Ⅱ.事前準備 

Ⅱ.1.共通マスタ設定「Forge連携設定」 

 「環境設定 共通設定マスタ」に Forge のアカウント情報を登録します。この作業は

管理責任者 IDでのみ行うことが可能です。 

  

①「CLIENT_ID」「CLIENT_SECRET」を入力し、修正をクリックします。 

 
 

②処理完了メッセージが表示されますので、「OK」をクリックし、登録を完了します 

 登録後に修正する場合も同様の手順となります 
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Ⅱ.2.BIM連携設定 

 建物基本情報に、連携先の Forge の URN を登録します。BIM 連携設定では、「建築 BIM」

「設備 BIM」にそれぞれ URNを登録できます。 

 

①「建物選択・登録」で、BIM連携設定を登録する建物の「建物名称」をクリックしま

す 

 
 

②「建築 BIM」または「設備 BIM」をクリックし、連携先 BIM に URN を入力し「保存」

をクリックします。一度、登録した後に修正する場合の手順も同様です。 

 
 

  



7 

 

Ⅲ.BIM連携コードを登録する 

 ＠プロパティの各機能やマスタに BIM連携コードを登録します。 

 

Ⅲ.1.1.ユニット 

 部屋室名毎に複数のユニット※を紐づけることができます。賃貸契約で選択した区画

を BIM上に表示する場合、選択した区画に紐づくユニット群を BIM 上に表示させること

が可能です。 

 

※ユニットとは、部屋室名マスタと BIM上のオブジェクトを紐付ける概念です。 

BIM上のオブジェクトで、実際の賃貸区画を一つのオブジェクトとして登録している場

合は、その BIM連携コードと部屋室名マスタを直接紐付ければ連携可能です。 

一方で、賃貸区画の可変性を考慮し、賃貸区画を構成する最小単位としてユニットを 

登録することができます。各ユニットに対し、BIM 連携コードの設定が可能で、 

各ユニットは部屋室名に紐づけることができます。 

 

Ⅲ.1.1.1.ユニットを新規登録する 

 

①マスタ編集「階別構成」を選択し、ユニットを登録する「階名称」の「+」ボタンをク

リックします。なお、ユニットを登録する前に、階別構成で「階名称」を登録しておく

必要があります。 
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②「ユニット」「BIM 連携コード」を入力し「+」ボタンをクリックします。 

 

 
 

③「ユニット」「BIM 連携コード」が追加されますので、「修正」ボタンをクリックし、

登録内容を保存します。 

 

 
 

Ⅲ.1.1.2.ユニットを修正する 

 

①「ユニット情報」を開き、修正内容を反映し「修正」ボタンをクリックします。 
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Ⅲ.1.1.3.ユニットを削除する 

 

①「ユニット情報」を開き、削除するユニットの「削除対象」をチェックし、「削除」ボ

タンをクリックします。削除処理を確認するポップアップ画面が表示されますので「OK」

ボタンをクリックします。 

 

 
 

 

②ユニットが削除されたことを画面上で確認します。一度、削除したユニットを元に戻

すことはできませんのでご留意ください。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

 

Ⅲ.1.1.4.エクスポート・インポート機能を利用しユニットを登録する  

 

ユニットの登録は、画面上で手動で行う方法以外に、所定のエクセルフォーマットに

ユニット情報を出力し、エクセル上で編集した結果を@propertyにインポートすること

ができます。 

 

①ユニット情報をエクスポートする 

 マスタ編集「階別構成」を開き、「エクスポート」ボタンをクリックし、階名称とユ

ニットの情報をエクセルに出力します。 
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②出力されたエクセルシートを編集します 

 「建物コード」～「BIM 連携コード」までの項目を全て入力または編集し、エクセル

をローカル等に保存します。 

 

 下記の例では、行を追加し、「unit04」を追加登録しています。 

 

 
 

③編集したエクセルをインポートする 

 マスタ編集「階別構成」を開き、「参照」ボタンをクリックし、ローカル等に保存し

たエクセルファイルをファイル参照します。インポートファイル名にファイルパスが表

示されていることを確認し、「インポート」ボタンをクリックします。 

 
 

④処理完了のメッセージが表示されたら「OK」をクリックします 

 

 
※インポートデータに不備がある場合は、エラーメッセージが表示されます。エラーが

発生した場合は、全件がインポート対象外となります。 
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Ⅲ.1.1.5.部屋・室名マスタにユニットを紐づける 

 

 登録したユニットを、部屋室名マスタの各部屋情報に紐づけます。賃貸契約で契約区

画と部屋・室名マスタを紐づけると、部屋・室名に紐づけたユニットを BIM 上でハイラ

イト表示することが可能になります。 

 

 

①マスタ編集「部屋・室名マスタ」を開き、ユニットの紐づけを行う部屋室名を表示さ

せ、「参照」ボタンをクリックします。 

 

 
 

 

②ユニットを選択するポップアップ画面が表示されますので、紐づけるユニットをチェ

ックし、「選択」ボタンをクリックします。 

 

 
 

 

 



13 

 

③ユニットの紐づけが保存され、紐づけたユニットが「ユニット欄」に表示されます。 

 

 
 

 

Ⅲ.1.1.6.部屋・室名マスタのユニットの紐づけを変更する 

 

①マスタ編集「部屋・室名マスタ」を開き、ユニットの紐づけを変更したい部屋・室名

を表示し、ユニットをクリックします。 
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②ポップアップ画面が表示されますので、紐づけるユニットを変更し、「選択」ボタン

をクリックします。 

 

 
 

③変更結果が「ユニット欄」に表示されます。 
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Ⅲ.1.2.部屋・室名マスタ 

 

 部屋・室名マスタの各部屋・室名に「BIM 連携コード」を登録することができます。 

また、部屋・室名に複数の「ユニット」を紐づけることもできます。賃貸契約で部屋・

室名マスタを紐づけて賃貸契約情報を登録した場合、BIM 上の当該オブジェクトをハイ

ライト表示することができます。 

 

Ⅲ.1.2.1.部屋・室名マスタに BIM 連携コードを登録する 

 

 ※事前に「部屋・室名マスタ」の登録が必要です。 

 

①マスタ編集「部屋・室名マスタ」を開き、「BIM連携コード」を登録する部屋・室名を

表示します。 
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②「BIM連携コード」を登録し、「修正」ボタンをクリックします。 

 

 
 

③処理完了メッセージが表示されたら「OK」ボタンをクリックします。 

 
 

「BIM連携コード」を修正する場合も同様の手順となります。 

 

  



17 

 

Ⅲ.1.3.台帳管理  

 「●機器・部材・備品管理」の「台帳管理」の各機器・部材・備品情報に「BIM連携

コード」を登録し、台帳管理の機器のリストや、「メンテナンス履歴」「本日の不具合」

から、BIM 連携コードに関連するオブジェクトを BIM 上にハイライト表示できます。 

  

 ※事前に機器・部材・備品情報の登録が必要です。 

 

①各機器・部材・備品情報に「BIM 連携コード」を登録する 

 「●機器・部材・備品管理」の「台帳管理」をクリックし、「BIM 連携コード」を登録

する機器・部材・備品情報の「機器名称」をクリックします。 

 

 
 

②「BIM連携コード」を登録し、「修正」ボタンをクリックします。 
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③処理完了メッセージが表示されますので「OK」ボタンをクリックします。 
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Ⅲ.1.4.メーターリスト 

 各メーター情報に「BIM 連携コード」を登録することで、「●検針請求 請求先ごとの

メーター設定」から、選択したメーターに関連するオブジェクトを BIM上でハイライト

表示することができます。 

 この機能を利用するには、別途「検針管理オプション」の導入が必要です。 

 

 ※事前にメーターリストが登録されている必要があります 

 

①メーターに「BIM 連携コード」を登録する 

 マスタ編集「メーターリスト」を開き、「BIM連携コード」を登録するメーターの「メ

ーター名称」をクリックします。 

 

 
 

②「メーター設定」が表示されたら「BIM 連携コード」を登録し、「保存」ボタンをクリ

ックします。 

 
※BIM連携コードの変更も同様の手順で行います  
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Ⅳ.＠プロパティの各メニューから BIMに連携する 

Ⅳ.1.賃貸契約管理 

 

Ⅳ.1.1.賃貸契約管理機能の概要 

賃貸契約管理では、貸室や駐車場などのテナント契約情報の管理を行います。 

この契約内容により、現在・過去・近い将来の入居率の確認や、賃料の請求入金処理な

どを行うことができます。 

 

また、＠property では、新規貸付、更新、貸増、解約など契約に関するデータを異動

することを「契約異動」と呼び、契約に何らかの変更があった場合は、契約異動情報を

作成し、常にデータを更新することにより、現状の管理を行うことができます。 

契約異動内容だけでなく、テナントとの交渉や折衝内容も登録でき、募集業務や管理

業務に役立ちます。 

 

契約異動情報は、ワークフロー機能が備わっている為、承認されるまでは賃貸契約リ

スト（レントロール）等には反映されません。 

新規貸付などの募集業務や、増額折衝や解約の申し入れ対応などの管理業務で行う報

告／申請業務は、契約異動情報または営業情報（交渉／募集情報）のワークフロー機能

をご利用いただけます。 

 

 

＜全体イメージ＞ 

 
 

 

 

 

 

 

①営業（空室）情報管理

・空室情報管理
・営業進捗管理
・引き合い記録

②賃貸契約管理

契約
確定

④請求・入金管理 ⑤予算・収支管理

金融機関

入金明細
（全銀      等）

CSV形式

変動費

CSV形式

預託金管理

紐付け

契約書

・請求書発行

・預託金残高管理
・入出金履歴管理

・未収、過入金管理
・入金自動マッチング

・CF表
・損益計算書

仕訳データ

CSV形式

会計システム

・賃貸契約管理
・契約期日管理
・履歴検索

③稼働率

・面積ベース
・区画数ベース

⑥
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＜賃貸契約の主な管理項目＞ 

 

【貸室】 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

【土地・駐車場・付帯設備他】 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

10F 10A 事務所 E0001 恵比寿広告社 00000562-005 賃料 事務所賃料

フロア

空間区分

テナントコード テナント名 契約番号
大区分

分類

小区分 科目 補助科目

879.20 265.96 879.20 265.96 2015/03/01 2015/03/15 2021/02/01 2021/03/14

解約日
(m2) (坪) 開始 終了

原（当初）
契約締結日

原（当初）
契約開始日

契約期間

契約締結日

契約面積 Net面積

(m2) (坪)

一時使用 売上歩合 有 6 0.0

営業情報 段階 フリーレント契約タイプ 歩合
解約予告
（ヶ月）

自動更新
(ヶ月)

1 前払い（前月） 0 0 0

支払条件

月額(円)
タイミング (円/m2)

単価

(円/坪)

賃料

税率
固定
有無

税率
税額
固定
有無

税額月数
(ヶ月)

1 前払い（前月） 908 3,000 797,880

支払条件 単価

月額(円)
(円/m2) (円/坪)

税率
固定
有無

税率
税額固
定有無

税額

共益費

タイミング
月数

(ヶ月)

31,915,200 0.0 31,915,200 0.0 0 0.0 無 無 無 無 事務所

変動費
共有率

金額(円)

家賃保証有無

共有
有無賃料

区画属性
償却前(円)

月数
(ヶ月)

礼金

月数
(ヶ月)

共益費

預託金

償却後(円)
月数

(ヶ月)

仲介業者

駐車場 06 駐車場 自走式 E0001 恵比寿広告社 00000562-005 駐車場賃料 駐車場賃料（固定） 2015/03/01 2015/03/15

小区分

テナントコード テナント名種別 方式

空間区分

大区分 科目 補助科目

原(当初)
契約開始日

分類

契約番号
原(当初)

契約締結日

2021/02/01 2021/03/14 一時使用 売上歩合 有 6 0.0

段階 フリーレント
解約予告
(ヶ月)

歩合営業情報
契約タイ

プ
解約日

自動更新
(ヶ月)

契約期間

契約締結日

開始 終了

1 前払い（前月） 45,000 1.0台 45,000 45,000 1.0 45,000 1.0

税率
固定
有無

月額(円)
支払条件

数量 税額

料金

税率
税額
固定
有無

預託金

月数(ヶ
月)

単価(円)
タイミング

償却前(円)
月数(ヶ

月)
償却後(円)

月数(ヶ
月)

無 無 無

仲介業者共有率

料金 変動費

共有
有無

家賃保証有無
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【機能①】スタッキングリスト 

 賃貸契約の情報を元にスタッキングリストを自動作成します。賃料や面積等の主要な

情報だけでなく、未収金や依頼・クレームの発生状況等もスタッキングリスト上に可視

化します。 

 

 
 

【機能②】稼働率（フロア別利用面積一覧） 

 賃貸契約に登録されいる契約面積の情報を集計し、リアルタイムでフロア毎の稼働率

を算出します。大規模リニューアル等に伴い、賃貸区画の賃貸可能面積が変更になる場

合も履歴も含め蓄積可能で、正確な稼働率を保持します。 
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【機能③】契約異動一覧 

 新規契約、更新、解約、増床増車、減床減車等、様々な異動区分で履歴情報を蓄積で

きます。指定した期間内の新規契約の件数や、賃料増額となった契約異動等、様々な切

り口で異動情報を集計・分析して頂くことが可能です。 

 

 
 

【機能④】契約アラーム一覧 

 契約終了日が間近等、様々な条件を設定し対象契約をアラームとして抽出す

ることができます。 
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【機能⑤】テナントランキング 

 複数物件を対象にテナントランキングを集計します。テナント毎の契約面積

や賃料の集計だけではなく、業種別の集計等も行えます。 

 

 
 

【機能⑥】固定収益シミュレーション 

 賃貸契約の情報を元に、将来の収益をシミレーションできます。エクセルのシ

ミュレーションシートを出力し、賃料の改定時期や空室の契約時期・条件等のシ

ナリオを組み込んだシミュレーションも実施できます。 
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Ⅳ.1.1.賃貸契約から BIM に連携する 

 

Ⅳ.1.1.1.「（貸）契約一覧」から BIMに連携する 

「●賃貸契約管理 （貸）契約一覧」を開き、BIM に連携する区画をチェックします。 

画面右上の「建築 BIM」または「設備 BIM」をクリックすると、BIM 画面が表示され、リ

スト上のアラート色に応じて、BIM 上のオブジェクトをハイライト表示します。 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

＜ハイライト色＞ 

：通常区画 

：更新まで〇カ月以内 

：更新もれ 

：期間満了 

：空室 
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Ⅳ.2.機器・部材・備品管理  

 

Ⅳ.2.1. 機器・部材・備品管理の概要 

建物に備わっている機器・部材・備品情報を管理します。型式・仕様で登録した内容

をもとに、機器台帳で機器毎に詳細情報を登録します。機器の点検・障害があった場合

は「本日の不具合」より機器毎に情報を登録すると、メンテナンス履歴として機器台帳

に情報が蓄積されます。 

 

＜全体イメージ＞ 

 
 

＜マスタ構成＞ 

 
 

 

 

区分/種別/型式、機器名称、設
置日、経過年、耐用年数、故障
回数、累計保守金額など

設備機器台帳

契約書類      

仕 様       要領

写真・関連文書

仕様、構成、 
         等

点検のポイント、
点検項目等

機器情報

紐付け

関連する情報

設置時
登録

メンテナンス・不具合記録

      時
登録

・対応進捗の登録
・対応履歴（点検、障害、修理、修繕）
・各部位の点検結果や障害要因の記録
・メンテナンスコストの記録 等

反
映 故障回数

累計保守金額等

紐
付
け

ポートフォリオ

（条件検索例）
・不具合対応の進捗状況を抽出
・特定機器の設置物件の検索
・経過年数が耐用年数を超過してい
る機器を抽出

出力
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＜機器・部材・備品の主な管理項目＞ 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

【機能①】機器台帳と検索機能 

 型式や機器名称での検索の他に、耐用年数が超過している機器の洗い出し、日常管理

を通じて更新される各機器の「劣化度」「危険度」等による検索、またはそれらの組合

せ等、長期修繕計画を作成する際に有用な情報を抽出できます。 

 

 
 

  

区分 種別 型式 コード 名称
設置場所

（階）

設置場所

（部屋・室名称）

設置場所

（系統名）
数量

劣化状況

（劣化度）

劣化状況

（危険度）

空調 冷凍機 SAH255-RM 0000123-R02 冷凍機2号機　255RT B1F 機械室 一般空調系 .00台 ａ １

利用状況 特記仕様
ユーザー

フラグ
シリアルNo. 設置/購入日 経過年 法定耐用年

法定耐用年

（残り）
推定耐用年

推定耐用年

（残り）

現在使用 SAH255-RM001 2011/12/31 9 15 6 20±6 11±6

運転時間累計

（時間）

運転時間累計

測定日
予想稼働時間

予想寿命

（残り年数）
発停回数

故障回数

累計

平均故障間隔

(MTBF（時間）)

累計

保守金額

メンテナンス契約

（有無）

メンテナンス契約

（契約期間終了日）

0 175,000 0 16 0 4,807,000 あり

メンテナンス契約

（コメント）

連絡先

（法人名）

連絡先

（部門など）

連絡先

（部署など）

連絡先

（担当者など）
資産区分

リース/レンタル

（契約開始日）

リース/レンタル

（契約終了日）

3年更新 港商事株式会社 港営業所 サービスセンター 固定資産

リース/レンタル

（期間：ヶ月）

リース/レンタル

（月額料金）

リース/レンタル

（契約先）

固定資産

（分類：資産番号）

固定資産

（法定耐用年数）

固定資産

（取得金額）

固定資産

（簿価）

固定資産

（管理部署：部門）

0 港商事株式会社 200700001 15 16,500,000 0 企画部

固定資産

（管理部署：部署）

固定資産

（管理部署：グループ）

固定資産

（管理部署：担当者）

企画部 管理グループ ○○
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【機能②】機器台帳とメンテナンス履歴の連携 

 各機器に起こる不具合や点検の記録が全て機器台帳とリンクします。特定の機器を

選択し、過去に実施した修繕や点検の記録を履歴情報として一覧で表示し、累計の故

障回数や累計保守金額等を集計し機器台帳側に表示します。 
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Ⅳ.2.2.機器・部材・備品から BIM に連携する 

 

Ⅳ.2.2.1.「台帳管理」のリストから BIM に連携する 

「●機器・部材・備品管理 台帳管理」を開き、BIM に連携する機器・部材・備品をチェ

ックします。 

画面右上の「建築 BIM」または「設備 BIM」をクリックすると、BIM 画面が表示され、

選択したオブジェクトをハイライト表示します。 
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Ⅳ.2.2.2.個別の機器・部材・備品情報から BIMに連携する 

「●機器・部材・備品管理 台帳管理」を開き、BIM に連携する機器・部材・備品の「機

器名称」をクリックし、詳細画面を表示します。 

画面右上の「建築 BIM」または「設備 BIM」をクリックすると、BIM 画面が表示され、、

選択したオブジェクトをハイライト表示します。 
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Ⅳ.3.メンテナンス履歴（「本日の不具合」を含む） 

 

Ⅳ.3.1.メンテナンス履歴機能の概要 

メンテナンス情報は、期間、区分、種別、型式毎、または原因、影響度、設置場所を

指定し、履歴を抽出することができます。 

メンテナンス情報は、「本日の不具合」または「メンテナンス履歴」から直接登録し

ます。登録には事前に「機器・部材・備品管理」へ当該機器の情報を登録しておく必要

があります。 

 

【機能①】本日の不具合 

 機器・部材・備品に発生する不具合の発生からクローズまでの進捗管理を行えます。

また、不具合が発生した部位や原因、不具合解消のために発生したコスト等を登録でき

ます。登録した不具合の履歴（メンテナンス履歴）は機器台帳とリンクし、機器台帳側

からも過去の履歴を確認することができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



32 

 

【機能②】データ分析 

 蓄積されたメンテナンス履歴情報を元に、不具合の件数やコスト、解消時間等、様々な切

り口で、構成グラフやトレンドグラフを作成します。 

 

(1)構成グラフ 

 

 

 

(2)トレンドグラフ 
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Ⅳ.3.2.メンテナンス履歴から BIM に連携する 

 

Ⅳ.3.2.1.「メンテナンス履歴」のリストから BIM に連携する 

「●機器・部材・備品管理 メンテナンス履歴」を開き、BIM に連携する「メンテナンス

履歴を選択します。 

画面右上の「建築 BIM」または「設備 BIM」をクリックすると、BIM 画面が表示され、

選択したオブジェクトをハイライト表示します。 

 

※「●日常管理 本日の不具合」からも同様の手順で BIMに連携できます。 
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Ⅳ.3.2.2.個別の「メンテナンス履歴（「本日の不具合」を含む）」から BIM に連携する 

 

「●機器・部材・備品管理 メンテナンス履歴」を開き、「受付番号」をクリックし、個

別の「メンテナンス履歴」を表示します。 

画面右上の「建築 BIM」または「設備 BIM」をクリックすると、BIM 画面が表示され、

選択したオブジェクトをハイライト表示します。 
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Ⅳ.4.請求先ごとのメーター設定（検針管理） 

 

Ⅳ.4.1.検針管理機能の概要 

 各メーターとテナントとの紐づけや水光熱費等の請求単価を管理します。検針値を登

録することにより、各テナントへの水光熱費等の請求金額を算出し、賃料・共益費等の

請求を管理する請求入金管理にデータを連携します。 

 前月の検針値との乖離が大きい場合や、当該テナントに契約異動がある場合、検針値

登録画面にアラート表示します。 

 

＜全体イメージ＞ 

 
 

【機能①】検針値管理とアラート 

 検針値を管理します。「検針値＜前回検針値」「使用量が前回等と大きく乖離」「賃貸

契約異動あり」等、様々なアラート表示で異常値を検知できます。 

 

 

検針値管理

BA等

インポート
検針
データ出力

請求額計算

メーター毎の
検針値取り込み

登録ロジックに従い、テ
ナントへの請求額の計算
や使用量を集計

賃貸契約管理

賃料や共益費等の契約情
報を登録

請求入金管理

請求書の発行

自動計算

データ
連携

自動計算
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【機能②】検針請求の作成 

 各メーターとテナントとの組み合わせ、単価の組合せを管理し、検針値を元に各テナ

ントへの請求情報を作成します。 
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Ⅳ.4.2.「請求先ごとのメーター設定」から BIMに連携する 

「●検針請求 請求先ごとのメーター設定」を開き、BIM に連携する請求先とメーター

の組合せを選択します。 

画面右上の「建築 BIM」または「設備 BIM」をクリックすると、BIM 画面が表示され、

選択したオブジェクトをハイライト表示します。 

 なお、事前にメーターへの BIM連携コードの設定の他に、単価の設定や請求先とメー

ターの組合せを設定しておく必要があります。詳細な手順は「検針管理オプションマニ

ュアル」をご参考ください。 
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Ⅴ.Forge画面から＠プロパティの情報を確認する 

 メニューバーから、BIM 上で選択したオブジェクトに関する＠プロパティの様々な情

報に遷移することができます。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「本日の不具合」 

「機器台帳」 

「賃貸契約」 

「メーター」 

「ゴースト切替」 

「全機器表示切替」 

「設備 CAD」 

＜アイコンと名称＞ 

選択したオブジェクトについて、「本日の不具合」を新規登録す

る画面に遷移します 

＜機  能＞ 

選択したオブジェクトの「機器・部材・備品情報」に遷移しま

す 

選択したオブジェクトの「賃貸契約情報」に遷移します 

選択したオブジェクトの「メーター情報」に遷移します 

選択したオブジェクト以外のフロア等を透過表示します 

特定のフロア等のフォーカス表示や、ゴースト切替による透過

表示を解除し、全てのオブジェクトを表示します 

設備 BIM にリンク付けされている BIM データを表示します 
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Ⅴ.1.本日の不具合 

 BIM上で選択したオブジェクトに該当する＠プロパティの機器・部材・備品情報が選

択された状態で「本日の不具合」の新規登録画面を表示します。 

 

 

 

 

 

オブジェクトを 

選択 

クリックする 

機器が選択された状

態で新規登録画面を

表示 
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Ⅴ.2.機器台帳 

 BIM上で選択したオブジェクトに該当する＠プロパティの機器・部材・備品情報を表

示します。 

 

 

 

 

 

 

オブジェクトを 

選択 

クリックする 

機器・部材・備

品情報を表示 
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Ⅴ.3.賃貸契約 

BIM 上で選択したオブジェクトに該当する＠プロパティの賃貸契約情報を表示します。 

 

 

 

 

 

オブジェクトを 

選択 

クリックする 

賃貸契約情報 

を表示 
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Ⅴ.4.メーター 

BIM 上で選択したオブジェクトに該当する＠プロパティのメーター情報を表示します。 

 

 

 

 

オブジェクトを 

選択 

クリックする 

メーター情報を

表示 
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Ⅴ.5.ゴースト切替 

＠プロパティ上で、機器・部材・備品等を選択して BIM に連携した場合、当該オブジェクトに関連する

フロア等にフォーカスして表示されます。「ゴースト切替」ボタンをクリックすると、非表示になっていた

周辺のオブジェクトを透過状態で表示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択したオブジェクト

のフロア等にフォーカ

スして表示 

クリックする 

ゴースト表示に

切り替わります 
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Ⅴ.6.全機器表示切替 

特定のフロア等のフォーカス表示や、ゴースト切替による透過表示を解除し、全てのオブジェクトを表

示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリックする 

全機器表示に切り

替わります 
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段

図
（

E
xc

e
l）

の
解

約
予

約
5

階
段

図
（

E
xc

e
l）

の
解

約
予

約
5

解
約

覚
書

調
印

（
③

）
解

約
区

画
の

登
録

業
務

部
階

段
図

（
E

xc
e
l）

の
解

約
登

録
5

＠
プ

ロ
パ

テ
ィ

上
の

B
IM

図
出

力
3

業
務

部
区

画
の

色
塗

り
1
0

B
M

会
社

中
央

監
視

盤
C

R
T

区
画

変
更

1
0

中
央

監
視

盤
C

R
T

区
画

変
更

1
0

退
去

に
伴

う
工

事
関

連
（

⑩
）

原
状

回
復

工
事

業
務

・
竹

中
・

テ
ナ

ン
ト

工
事

前
）

回
復

範
囲

確
定

　
立

会
5

回
復

範
囲

確
定

　
立

会
5

工
事

後
）

現
地

区
画

の
確

認
5

工
事

後
）

現
地

区
画

の
確

認
5

退
去

に
伴

う
エ

ネ
ル

ギ
ー

関
連

（
⑫

）
業

務
・

B
M

・
テ

ナ
ン

ト
現

地
立

会
読

み
合

せ
2
0

現
地

読
み

合
わ

せ
2
0

業
務

・
B

M
メ

ー
タ

ー
区

分
け

作
成

（
手

入
力

）
＠

プ
ロ

パ
テ

ィ
上

の
B

IM

　
及

び
チ

ェ
ッ

ク
1
0

　
　

　
　

メ
ー

タ
ー

図
出

力
5

7
0

5
3

※
〇

内
番

号
は

添
付

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
業

務
番

号
と

リ
ン

ク

業
務
時
間
削
減
率

2
4
.3
%



⑦ 点検結果を入力

東京オペラシティ
ビル㈱

各ｾﾝﾀｰ
業務記述
（概要）

管理部 設備

③ 安全ミーティング（KYK）

管理部へ日報報告

Before After

受領

３．設備点検管理フロー

設備点検月例点検
《25階空調機点検》

図面(冊子)で場所の確認。
点検箇所の詳細情報確認。

平面図を印刷

② 点検場所の確認

BIMより
点検フロア平面図を印刷

④ 点検工具の準備

BIMより
使用工具の情報確認

After

⑥ 点検・記録

⑤ 点検場所へ移動（25階）

① 点検表の準備



３
．

設
備

点
検

管
理

フ
ロ

ー
に

お
け

る
B

IM
情

報
の

活
用

効
果

単
位

：
m

in

B
IM

導
入

前
B

IM
図

面
の

導
入

後

作
業

概
要

担
当

者
作

業
内

容
時

間
数

作
業

内
容

時
間

数

設
備

点
検

空
調

機
点

検
B

M
会

社
点

検
表

の
準

備
（

①
）

5
点

検
表

の
準

備
5

（
月

例
点

検
）

（
2
5
階

）

・
外

観
点

検
等

点
検

場
所

の
確

認
（

②
）

点
検

場
所

の
確

認

・
計

測
機

器
記

録
・

図
面

で
場

所
の

確
認

1
5

・
図

面
で

場
所

の
確

認
5

・
点

検
箇

所
の

詳
細

情
報

確
認

1
5

・
点

検
箇

所
の

詳
細

情
報

確
認

5

・
図

面
の

コ
ピ

ー
1
5

・
B

IM
情

報
の

出
力

5

安
全

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

(K
Y

K
)（

③
）

1
0

安
全

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

(K
Y

K
)

1
0

点
検

工
具

の
準

備
（

④
）

1
0

点
検

工
具

の
準

備
5

（
登

録
工

具
の

み
準

備
）

点
検

場
所

へ
移

動
（

⑤
）

1
0

点
検

場
所

へ
移

動
1
0

（
2
5
階

へ
）

（
2
5
階

へ
）

点
検

・
記

録
（

⑥
）

6
0

点
検

・
記

録
6
0

点
検

結
果

を
M

O
S

S
へ

入
力

（
⑦

）
1
0

点
検

結
果

を
B

IM
へ

入
力

1
0

1
5
0

1
1
5

※
〇

内
番

号
は

添
付

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
業

務
番

号
と

リ
ン

ク

業
務
時
間
削
減
率

2
3
.3
%



東京オペラシティ
ビル㈱

各ｾﾝﾀｰ
業務記述
（概要）

管理部 設備

② 安全ミーティング（KYK）

管理部へ日報報告

Before After

受領

４．設備更新メンテ実施管理フロー

空調機部品交換
《25階空調機部品》

更新計画表確認
図面(冊子)で場所の確認。

平面図を印刷。

① 更新機器確認・選定

BIMより
更新情報確認。

更新場所図面を印刷

③ 機器設置へ移動
（25階へ）

⑤・⑥ 作業内容をMOSSへ入力
（更新計画表の更新）

④ 部品交換



４
．

設
備

更
新

メ
ン

テ
実

施
管

理
フ

ロ
ー

に
お

け
る

B
IM

情
報

の
活

用
効

果
単

位
：

m
in

B
IM

導
入

前
B

IM
図

面
の

導
入

後

作
業

概
要

担
当

者
作

業
内

容
時

間
数

作
業

内
容

時
間

数

部
品

交
換

空
調

機
部

品
交

換
B

M
会

社
更

新
機

器
確

認
・

選
定

（
①

）
更

新
機

器
確

認
・

選
定

（
計

画
整

備
）

（
2
5
階

）
・

更
新

計
画

表
確

認
1
5

・
更

新
計

画
表

確
認

5

イ
ン

バ
ー

タ
交

換
・

図
面

で
場

所
の

確
認

1
5

・
図

面
で

場
所

の
確

認
5

・
図

面
の

コ
ピ

ー
1
5

・
B

IM
情

報
の

出
力

5

安
全

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

(K
Y

K
)（

②
）

1
0

安
全

ミ
ー

テ
ィ

ン
グ

(K
Y

K
)

1
0

機
器

設
置

場
所

へ
移

動
（

③
）

1
0

機
器

設
置

場
所

へ
移

動
1
0

（
2
5
階

へ
）

（
2
5
階

へ
）

部
品

交
換

（
④

）
6
0

部
品

交
換

6
0

作
業

内
容

を
M

O
S

S
へ

入
力

（
⑤

）
1
0

作
業

内
容

を
B

IM
へ

入
力

1
0

更
新

計
画

表
の

更
新

（
⑥

）
1
5

更
新

計
画

表
の

更
新

1
5

1
5
0

1
2
0

※
〇

内
番

号
は

添
付

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
業

務
番

号
と

リ
ン

ク

業
務
時
間
削
減
率

2
0
.0
%



お客様
オーナー
各社

東京オペラシティビル㈱ 各ｾﾝﾀｰ

ｼｽﾃﾑ
業務記述
（概要）ｴﾝﾄﾞ

ﾕｰｻﾞｰ
仲介 総務部 管理部 業務部 設備

５．計量メータ管理フロー

受領

①メータ図面作成

メータ設置場所をマーキング

②メータ交換実施

③＠プロパティ入力
(メータ情報)

④メータ台帳(Excel)更新
(メータ情報)

⑤テナントメータ登録削除
(Excel)作成
(メータ情報)

管理部に提出

図面(冊子)より交
換対象メータのフ
ロア平面図を印刷

Before After

BIMより交換対象
メータのフロア平

面図を印刷

メータ交換



５
．

計
量

メ
ー

タ
管

理
フ

ロ
ー

に
お

け
る

B
IM

情
報

の
活

用
効

果
単

位
：

m
in

B
IM

導
入

前
B

IM
図

面
の

導
入

後

作
業

概
要

担
当

者
作

業
内

容
時

間
数

作
業

内
容

時
間

数

メ
ー

タ
交

換
メ

ー
タ

交
換

(1
台

当
た

り
)

B
M

会
社

メ
ー

タ
図

面
作

成
（

※
①

）
1
0

メ
ー

タ
連

動
B

IM
図

面
作

成
2

＠
プ

ロ
パ

テ
ィ

入
力

（
③

）
5

＠
プ

ロ
パ

テ
ィ

入
力

5

メ
ー

タ
台

帳
（

E
xc

e
l）

更
新

（
④

）
5

メ
ー

タ
台

帳
（

E
xc

e
l）

更
新

5

テ
ナ

ン
ト

メ
ー

タ
登

録
削

除
(E

xc
e
l)

作
成

（
⑤

）
5

テ
ナ

ン
ト

メ
ー

タ
登

録
削

除
(E

xc
e

l)
作

成
5

2
5

1
7

※
〇

内
番

号
は

添
付

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
業

務
番

号
と

リ
ン

ク

業
務
時
間
削
減
率

3
2
.0
%



お客様
オーナー
各社

東京オペラシティビル㈱ 各ｾﾝﾀｰ

ｼｽﾃﾑ
業務記述
（概要）ｴﾝﾄﾞ

ﾕｰｻﾞｰ
仲介 総務部 管理部 業務部 設備

受領

②テナントメータ使用量報告

管理部･業務部に提出

報告用資料作成

＠プロパティから
出力したデータを

元に作成
(Excel)

Before After

報告用資料作成

＠プロパティにて
作成
(Excel)

メータ使用量確認

＠プロパティより
メータ検針データを出力

①前月･前年同月比を比較し、メ
ータ異常が無いことを確認
(全メータ数 約1600個)

受領

６．エネルギー使用量管理フロー

メータ使用量確認
（異常値チェック）



６
．

エ
ネ

ル
ギ

ー
使

用
量

管
理

フ
ロ

ー
に

お
け

る
B

IM
情

報
の

活
用

効
果

月
次

作
業

量
m

in

B
IM

導
入

前
B

IM
図

面
の

導
入

後

作
業

概
要

担
当

者
作

業
内

容
時

間
数

作
業

内
容

時
間

数

メ
ー

タ
使

用
量

確
認

（
※

①
）

前
月

･
前

年
同

月
比

を
比

較
し

、
B

M
会

社
前

月
･
前

年
同

月
比

を
比

較
し

、
2
8
8
0

前
月

･
前

年
同

月
比

を
比

較
し

、
2
5
2
0

メ
ー

タ
異

常
が

無
い

こ
と

を
確

認
メ

ー
タ

異
常

が
無

い
こ

と
を

確
認

メ
ー

タ
異

常
が

無
い

こ
と

を
確

認

(全
メ

ー
タ

数
 約

1
6

0
0

個
)

(6
0
分

×
8
h

×
2
日

×
3
人

)
(6

0
分

×
7
h

×
2
日

×
3
人

)

テ
ナ

ン
ト

メ
ー

タ
使

用
量

報
告

（
②

）
管

理
会

社
へ

テ
ナ

ン
ト

メ
ー

タ
B

M
会

社
管

理
部

･業
務

部
報

告
用

資
料

作
成

1
2
0

管
理

部
･業

務
部

報
告

用
資

料
作

成
1
0
0

使
用

量
を

報
告

B
IM

情
報

の
一

部
活

用

3
0
0
0

2
6
2
0

※
〇

内
番

号
は

添
付

の
業

務
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
業

務
番

号
と

リ
ン

ク

業
務
時
間
削
減
率

1
2
.7
%
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